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地方自治法第２３３条第５項の規定に基づき、令和５年度の主要な施策の成果を報告します。

令和６年８月１９日

小金井市長 白 井 亨
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令和５年度小金井市一般会計決算概要

令和５年度の国の経済政策は、「経済財政運営と改革の基本方針２０２３」にて、

「当面の経済財政運営については、足下の物価高や世界経済の減速等による我が国経

済の下振れリスクに万全の対応を図りつつ、持続的な成長と分配の好循環の実現に向

けて、国内投資の拡大や研究開発の促進による生産性の向上とともに、価格転嫁を通

じたマークアップ率の確保による賃上げを車の両輪として一体的に進める。」とし、

物価や経済の動向を踏まえ、今後も機動的に対応していくとともに、人への投資の抜

本強化、労働移動の円滑化、労務費も含めた価格転嫁対策の強化等により「構造的賃

上げ」の実現に取り組み、本基本方針で示した重点分野への官民連携投資を実行する

ことにより、潜在成長率の引上げを図るとしました。

令和５年度の本市の行財政運営は、物価高騰対策を積極的に進めるとともに、第

５次小金井市基本構想に基づき、「ポストコロナ」を見据えた持続可能な行財政運営

及び市民サービスの維持・向上の実現に向けて、子育て環境の充実、学習環境の整備、

公共施設マネジメント、自治体ＤＸ等の各種重要政策に取り組んできました。

子育て環境の充実、学習環境の整備として、令和６年度からのこども家庭センタ

ー及び民設民営学童保育所の開設準備、妊娠から出産・子育てまでの切れ目ない伴走

型相談支援及び経済的支援等を実施し、小中学校においては施設の老朽化及び学級数

の増加に対応するため、小金井第一小学校校舎改築の基本設計及び実施設計、緑小学

校校舎増築の実施設計に着手するとともに、東小学校校舎の増設を実施しました。駅

周辺のまちづくりでは、東小金井駅北口土地区画整理事業を推進するとともに、武蔵

小金井駅北口のまちづくりの方針を策定し、再開発準備組合から事業計画の素案が提

案されたため、都市計画決定に向けて必要な資料を作成しました。可燃ごみの共同処

理については、日野市の御理解の下、国分寺市、小金井市の３市で設立した浅川清流

環境組合において、可燃ごみ処理施設の稼働が４年目を迎えました。本市として与え

られた責任を誠実に果たし、施設周辺にお住まいの皆様を始め、日野市民の皆様及び

関係者の皆様への感謝の気持ちを忘れず、更なるごみの減量・資源化の推進等に取り

組んでまいります。不燃・粗大ごみ等については、貫井北町に整備する資源物処理施

設の令和６年度中の本格稼働を目指し、建築工事に着手しました。新庁舎・（仮称）

新福祉会館建設については、庁舎等複合施設建設事業の再開方針を作成し、現設計を

進めることを基本として、実施設計を再開しました。引き続き、庁舎等建設の可能な

限りの早期実施を目指して事業進捗に努めてまいります。
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令和５年度の財政運営につきましては、当初予算４８６億４，５００万円に１２

回の補正予算５０億８，１９４万７千円を加え、総額５３７億２，６９４万７千円、

決算額は、歳入が５３０億７，６７１万２千円で前年度対比０．１％の増、歳出は５

１１億９５１万２千円で前年度対比１．２％の増となりました。その結果、形式収支

は１９億６，７２０万円で、価格高騰重点支援給付金給付事業等４件による翌年度へ

の繰越財源１１６万円を差し引いた実質収支は１９億６，６０４万円、実質収支比率

は７．８％となりました。

歳入総額では、国庫支出金及び繰入金が減となったものの、市税が約２３５億５，

３００万円、前年度対比約６億４，５００万円の増となったほか、繰越金及び都支出

金が増となったことから、前年度決算額を上回りました。

歳出総額では、補助費等、投資的経費及び物件費が減となったものの、積立金、

扶助費及び繰出金が増となったことから、前年度決算額を上回りました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 市税は、２３５億５，２７３万円で前年度対比２．８％の増、主な要因は、納税

義務者数の増等により個人市民税が増、土地の評価替え等により固定資産税が増

となったことによるものです。なお、収入率は９９．５％で前年度実績を維持し

ました。

② 地方譲与税は、１億８，２４４万３千円で前年度対比０．８％の増

③ 利子割交付金は、４，８１０万８千円で前年度対比１６．７％の増

④ 配当割交付金は、２億５，５９３万２千円で前年度対比１６．７％の増

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、２億７，４８７万９千円で前年度対比６３．２％の

増

⑥ 法人事業税交付金は、３億３，１１８万１千円で前年度対比３１．５％の増

⑦ 地方消費税交付金は、２８億４，３５１万９千円で前年度対比０．９％の減

⑧ 環境性能割交付金は、５，０１２万６千円で前年度対比１０．０％の増

⑨ 地方特例交付金は、１億２，４５７万３千円で前年度対比１３．１％の減

⑩ 地方交付税は、２，９５７万円で前年度対比２６．８％の増

⑪ 分担金及び負担金は、３億６，８１９万５千円で前年度対比１０．０％の減、主

な要因は、保育所運営費保護者負担金が３，７９４万７千円の減によるものです。

⑫ 使用料及び手数料は、９億５，７６１万１千円で前年度対比２．０％の増、主な

要因は、一般廃棄物処理及び清掃手数料が２９５万８千円の減ですが、学童保育

育成料が１，３３９万８千円の増によるものです。
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⑬ 国庫支出金は、１０４億８，０６６万１千円で前年度対比９．６％の減、主な要

因は、出産・子育て応援交付金が１億６，４５８万６千円の増、物価高騰対応重

点支援地方創生臨時交付金が８億９１５万８千円の皆増ですが、新型コロナウイ

ルスワクチン接種体制確保事業費補助金が５億６，３８９万円の減、電力・ガ

ス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業費補助金が５億３，５６２万円の

皆減によるものです。

⑭ 都支出金は、８３億４，８３５万円で前年度対比４．６％の増、主な要因は、東

小金井駅北口土地区画整理事業補助金が１億２，３８５万７千円、待機児童解消

区市町村支援事業補助金が１億２，１１３万４千円それぞれ減ですが、第三次み

ちづくり・まちづくりパートナー事業委託金が１億７，５６９万円の増、保育所

等における送迎バス等安全対策支援事業補助金が１億１，４３８万円の皆増によ

るものです。

⑮ 財産収入は、３，０６５万４千円で前年度対比２１．６％の減、主な要因は、貴

金属売払収入が９４３万２千円の皆増ですが、土地売払収入が２，９３９万６千

円の減によるものです。

⑯ 寄附金は、３，９６０万４千円で前年度対比３２．５％の減、主な要因は、みど

りのまちづくり協力金が１，７２０万円の増ですが、一般寄附金が３，７７７万

８千円の皆減によるものです。

⑰ 繰入金は、１３億９，７５０万円で前年度対比２４．７％の減、主な要因は、環

境基金繰入金が２億３，７０９万３千円の増ですが、財政調整基金繰入金が６億

円、新型コロナウイルス感染症対策基金繰入金が１億２，３３１万９千円それぞ

れ減によるものです。

⑱ 諸収入は、４億７，７３１万１千円で前年度対比１３．１％の増、主な要因は、

可燃・不燃ごみ有価物売払収入が１，００５万円の減ですが、多摩・島しょ行政

手続のオンライン化・事務処理効率化推進事業助成金が２，０００万円、保育所

整備事業補助金返還金が１，５６９万６千円それぞれ増によるものです。

⑲ 市債は、７億４，６１０万円で前年度対比２５．７％の減、主な要因は、都市計

画道路３・４・８号線整備事業債が６，０８０万円の増ですが、東小金井駅北口

土地区画整理事業債が１億３，２００万円、清掃関連施設整備事業債が７，４３

０万円それぞれ減、総合体育館大規模改修事業債が１億１，２００万円の皆減に

よるものです。なお、市債残高は１５５億６，４１２万７千円で前年度対比１３

億２８８万５千円の減となりました。
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次に歳出ですが、執行率は９４．８％で、不用額は前年度対比１８億７，３８４万

７千円減の２３億５３４万１千円となりました。

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。

① 義務的経費は、２５５億９，３２６万７千円で前年度対比約９億５，１００万円、

３．９％の増です。人件費は６６億３，３１４万４千円で約４００万円、０．１％、

公債費は２１億３，５０７万円で約８，０００万円、３．６％それぞれ減ですが、

扶助費は１６８億２，５０５万３千円で約１０億３，４００万円、６．６％の増に

よるものです。

② 投資的経費は、２３億３，３９１万円で前年度対比２１．７％の減、主な要因は、

清掃関連施設整備工事（資源物処理施設）が５億９，１９７万円の増ですが、清

掃関連施設整備工事（不燃・粗大ごみ積替え・保管施設）が７億４，５９２万４

千円の皆減、東小金井駅北口土地区画整理事業委託料が６億８，３５１万１千円

の減によるものです。

③ 物件費は、８８億４４２万円で前年度対比３．６％の減、主な要因は、内部情報

ネットワーク設計構築委託料が２億４，２８７万１千円の皆増、内部情報ネット

ワーク保守委託料が１億１７０万１千円の増ですが、新型コロナウイルスワクチ

ン接種会場設営等委託料が４億２，９３４万５千円、新型コロナウイルスワクチ

ン接種事業事務委託料が１億２，１６８万７千円それぞれ減によるものです。

④ 補助費等は、６９億８，８７４万５千円で前年度対比１１．０％の減、主な要因

は、浅川清流環境組合負担金が２億４，３４５万７千円の増ですが、新型コロナ

ウイルスワクチン接種体制確保事業費国庫補助金返還金が４億５，１０３万４千

円の減、地域振興券等発行事業費負担金が４億５，５６８万１千円、住民税非課

税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費国庫補助金返還金が１億３，６９０

万円それぞれ皆減によるものです。

⑤ 繰出金は、４０億８，３２５万２千円で前年度対比８．２％の増、国民健康保険

特別会計繰出金は１３億６，５７３万１千円で２０．２％の増、介護保険特別会

計繰出金は１４億７，２７９万５千円で１．２％の増、後期高齢者医療特別会計

繰出金は１２億４，４７２万６千円で５．３％の増です。

⑥ 積立金は、２９億５，３６８万８千円で前年度対比６２．５％の増、主な要因は、

財政調整基金積立金 積立元金）が４億８，０００万円、環境基金積立金（積立元

金）が３億８，０２６万３千円、庁舎建設基金積立金（積立元金）が２億円それ

ぞれ増によるものです。その結果、令和５年度末現在高は全体で約１４１億７，
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９００万円、財政調整基金が約７３億５００万円となりました。

次に、代表的な財政指標を見ますと、

① 実質収支比率は、７．８％で前年度対比２．６ポイントの減

② 経常収支比率は、９３．９％で前年度対比０．１ポイントの減

③ 人件費比率は、１３．０％で前年度対比０．１ポイントの減

④ 投資的経費比率は、４．６％で前年度対比１．３ポイントの減

⑤ 実質公債費比率は、１．７％で前年度対比０．２ポイントの増

⑥ 将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回ったことによりバー表示

⑦ 財政力指数は、１．００９で前年度対比０．００６ポイントの増

本市の財政構造における弾力性等質的改善のメルクマールである経常収支比率は、

９４．０％から９３．９％で、前年度対比０．１ポイントの減となりました。主な要

因は、分母の経常一般財源等は約８億５００万円の増で、市税が約６億１，１００万

円、株式等譲渡所得割交付金が約１億６００万円それぞれ増によるもの、分子の経常

経費充当一般財源等は約７億３，４００万円の増で、物件費が約４億２，６００万円、

扶助費が約２億７，０００万円それぞれ増によるものです。また、財政の持続可能性

のメルクマールである将来負担比率は、分子において市債残高の減、基金残高の増等

により充当可能財源等が将来負担額を上回ったことから、引き続きバー表示となりま

した。

令和５年度は、子どもオンブズパーソン相談室の周知及び普及啓発の推進、「地方

自治と子ども施策」全国自治体シンポジウム２０２３を開催するとともに、これまで

の成果をしっかりと受け継ぎ、課題に果敢に向き合い、行財政改革の推進と持続可能

な行財政運営に向けて、自治体ＤＸや公共施設マネジメントの推進、財政規律ガイド

ラインの策定等に取り組み、市民の皆様の命と健康を守り、住民福祉の増進、行政サ

ービスの質の維持・向上に努めました。

「時代の転換点」とも言える内外の構造的な課題を的確に捉え、第５次小金井市

基本構想の将来像「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪 小金井市」の

実現に向け、「ポストコロナ」を踏まえた意識の変化や誰もが暮らしやすい包摂社会

の実現等社会・経済情勢の変化に柔軟に対応し、小金井市の魅力の再構築を着実に進

めてまいります。
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＜参考資料＞ 「地方財政状況調査」による。

決算額の推移
(単位:千円)
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過去5年間の歳入状況
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国 庫 支 出 金
都 支 出 金
市 債
そ の 他
歳 入 決 算 額

過去5年間の歳出状況

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

民 生 費
衛 生 費
土 木 費
教 育 費
そ の 他
歳 出 決 算 額

令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

その他

市債

都支出金

国庫支出金

地方交付税

市税

令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

その他

教育費

土木費

衛生費

民生費

千円

千円
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歳出規模及び性質別構成比

※　折れ線グラフは、令和元年度を基準とした伸び率を表しています。

(単位:千円)
　　　　　       年　度
区　分 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

義務的経費
人 件 費
扶 助 費
公 債 費

投資的経費
そ の 他の 経費

歳出決算額

令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

その他の経費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

千円

その他の経費

公債費

扶助費歳出決算額

義務的経費

人件費

投資的経費
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基準財政需要額・基準財政収入額の推移

(単位:千円)
　　　　　　　年　度
区　分 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

基準財政需要額
基準財政収入額

地方交付税額の推移

(単位:千円)
　　　　　　　年　度
区　分 令 和 元 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度 令 和 年 度

普 通 交 付 税 額
特 別 交 付 税 額

地 方 交 付 税 額

都市計画税の状況

千円 Ａ

　都市計画税の充当割合
※｛Ａ／(Ａ＋Ｉ)×１００｝　小数点以下第２位四捨五入

(単位:千円)

街 路
公 園
下 水 道
そ の 他
市街地開発事業

合 計 （ Ｂ ＋ Ｃ ＋ Ｄ ） Ｅ

都 市 計 画 税 Ａ
一 般 財 源 等 Ｉ

都 市 計 画 事 業 費 Ｂ 合 計
土 地 区 画 整 理 事 業 費 Ｃ
地 方 債 償 還 額 Ｄ

負 担 金 そ の 他 Ｈ

都 市 計 画 税 収 入 額

都 市 計 画 事 業 費 等 都 市 計 画 事 業 費 等 の 財 源 内 訳
地 方 債 Ｆ
支 出 金 Ｇ

千円

令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

基準財政収入額

基準財政需要額

令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

千円

普通交付税額

特別交付税額
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経常収支比率の推移

（経常収支比率）

経常経費充当一般財源等
×１００

歳入経常一般財源等 ＋ ※（減収補てん債特例分＋臨時財政対策債）

令和元年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

維持補修費

繰出金

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費

比率（％）

※ 各年度とも、投資・出資・貸付金については０％
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市の借入金の状況（令和５年度末現在）

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（単位：％）
　 　  年　度
区　分

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

公債費比率

起債制限比率

公債費負担比率

市 民 １ 人
当 た り の
借 入 額

土木債

億 万 千円

臨時財政対策債

億 万 千円

衛生債

億 万 千円

教育債

億 万 千円

総務債

億 万 千円

下水道債

億 万 千円

民生債

億 万 千円

消防債

億 万円

減税補てん債

億 万 千円

東京都

億 万 千円財務省

億 万 千円

地方公共団体金融機構

億 万 千円

区市町村振興協会

億 万 千円

日本郵政

億 万 千円
銀行

億 万 千円

国土交通省

万 千円

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

千円

市民１人当たりの借入額

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

％

公債費比率等の推移

公債費比率

起債制限比率

公債費負担比率

億 万
千円

（目的別）

億 万
千円

（借入先別）
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償 還
期 間 利 率

（ 年 ） （ ％ ）

財 政 融 資
資 金

令和6年5月28日

財 政 融 資
資 金

令和6年5月28日

振 興 基 金 令和6年3月29日

振 興 基 金 令和6年3月29日

振 興 基 金 令和6年3月29日

※　償還期間（　　）内書きは据置期間

計

都
貸
付
金

令 和 ５ 年 度　　　借 入 市 債 の 内 訳

(単位：千円）

事 業 名 借 入 先区分 借 入 日市 債 額

清掃関連施設整備事業（資源物処理施設)

備 考

都市計画道路３・４・８号線整備事業

公
的
資
金

都市計画道路３・４・８号線整備事業

計

合　　　　　　計

清掃関連施設整備事業（資源物処理施設)

東小金井駅北口土地区画整理事業

－ 19 －
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13,620千円

（単位：千円）

森林環境譲与税 他の財源

環境啓発に要する経費 森林保全及び脱炭素行動について考える契機
となるよう、小金井第四小学校にて講演会及
びワークショップ（ハナズミづくり）を行っ
た。
また、環境フォーラムで間伐材を利用した積
み木体験及び市内在住・在学の子どもを対象
とした木材加工等体験型のワークショップを
開催したほか、市内中学生を対象に間伐体験
等を行い、森の大切さや地球温暖化対策を学
ぶと同時に森林保全の意識啓発を図った。

緑地等維持管理に要する
経費

市内の緑化を推進するため、市内にある保存
樹木の管理者へ奨励金を交付したほか、保存
生け垣の管理及び新規生け垣の造成に対する
補助金を交付した。

林間学校に要する経費 森林と地球環境の相関性を理解し、体験する
ため、山梨県清里地区の森林で、林間学校参
加児童約９００人が森林の構成要素、機能等
を学習し、間伐及び間伐材加工を体験した。

木材利用・普及啓発の一環で、市民利用の高
い図書館書架の修繕等を実施した。

図書館事業に要する経費

※　森林環境譲与税は、市町村においては、間伐、人材育成・担い手の確保、木材利用の促進、普及
　啓発等の「森林整備及びその促進に関する費用」に充てることとされている。

森林環境譲与税の使途

令和５年度決算　森林環境譲与税

事業名 事業費
財源内訳

事業成果

修繕した書架

ワークショップや間伐体験の様子

－ 21 －



（単位：千円）

国都支出金 地方債 その他

社会福祉

社会福祉費

老人福祉費

児童福祉費

生活保護費

社会保険

国民健康保険繰出金

介護保険事業繰出金

保健衛生

保健衛生費

後期高齢者医療特別会計繰出金

　施策をいう。）の一般財源に充てる。

地方消費税交付金（引上げ分）の社会保障財源化内訳

令和５年度決算　地方消費税交付金 2,843,519千円

うち　現 行 分 1,018,825千円

うち　引上げ分 1,824,694千円

事業名 事業費
（人件費を除く。）

特定財源
一般財源

小　　　計

小　　　計

小　　　計

合　　　計

※　引上げ分の地方消費税交付金は社会保障４経費（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する

－ 22 －



１　自然と都市が調和した人に優しいまち（環境と都市基盤）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

環境対策事務に要する経費 環境政策課 市民が設置した太陽光発電機器その他の住宅用新エネルギー機器等の購入費用の一部を補助

環境対策事務に要する経費 環境政策課
市民等に対し次世代自動車（電気自動車・プラグインハイブリッド自動車・燃料電池自動車）の
購入費用の一部を補助

環境啓発に要する経費 環境政策課
東京学芸大学と連携し、小金井第四小学校での環境教育事業、子ども環境ワークショップ、森林
教育事業等を実施

塵芥収集に要する経費 ごみ対策課
石油資源の保護及びＣＯ₂排出量の削減のため、令和５年度下半期から、家庭系一般廃棄物指定
収集袋の原材料にバイオマスプラスチックを導入

塵芥処理に要する経費 ごみ対策課
３市（日野市、国分寺市、小金井市）による可燃ごみの共同処理を行うため、可燃ごみ処理施設
の運営に関連する事業経費等を負担

清掃関連施設維持管理に要する経費 ごみ対策課
資源物処理について施設の老朽化等を考慮し、循環型社会の形成に資する施設の再配置を進め、
適正処理を維持

都道１３４号線整備に要する経費
都市計画課
道路管理課

拡幅整備に係る用地取得、物件補償、修正設計委託等を実施

都市計画道路３・４・８号線整備に要す
る経費

都市計画課 拡幅整備に係る用地取得等を実施

市街地再開発等の事業に要する経費 まちづくり推進課
武蔵小金井駅北口駅前東地区第一種市街地再開発事業に係る都市計画決定に向けて必要な資料を
作成

木造住宅耐震助成に要する経費 まちづくり推進課 小金井市耐震改修促進計画に基づき、木造住宅耐震化の普及を促進

ブロック塀等撤去助成に要する経費 まちづくり推進課
災害時の通行障害防止及び市民の安全確保を目的として、倒壊のおそれのある避難路に面するブ
ロック塀等の撤去に要する費用の一部を助成

居住支援に要する経費 まちづくり推進課
高齢者、障がい者、子育て世帯等の住宅確保要配慮者に対する居住支援事業について、相談窓口
を週２日から週４日に拡充するとともに、居住支援講演会を実施

道路新設改良に要する経費 道路管理課
橋りょう長寿命化補修整備委託（いちご橋）、市道第１２号線の無電柱化を図るための電線共同
溝設置工事、市道第７８７号線歩道拡幅工事等を実施

公共交通施策に要する経費 交通対策課 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づき、地域公共交通計画を策定

公共交通施策に要する経費 交通対策課
コミュニティバス再編・運行２０周年を記念し、武蔵小金井駅前のＳＯＣＯＬＡ武蔵小金井クロ
スにてイベントを開催

土地区画整理事業に要する経費 区画整理課 仮換地の指定、建物等移転、整地、道路築造工事等を実施

２　安心して過ごせる暮らしやすいまち（地域と経済）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

消防団活動に要する経費 地域安全課
消防団の保安帽（８３個）の買換え及び枯草火災等の発生頻度が高い第４分団にジェットシュー
ターを配備

消防団活動に要する経費 地域安全課 消防ポンプ車の安定運用のため消防団員を対象に、準中型免許の取得費用を補助

災害対策に要する経費 地域安全課
備蓄計画に基づき、食糧、生活必需品、災害用携帯トイレ、医薬品等の備蓄を進めるとともに、
食物アレルギー等に配慮した食糧を購入

災害対策に要する経費 地域安全課
災害対応を目的とした移動系防災行政無線のうち、消防団に配備している無線機をＭＣＡアドバ
ンスに更新

農業振興対策に要する経費 経済課
地産地消及び食育を推進し、市内農業の振興を図るため、小中学校の給食において食材として使
用する市内産農産物の購入経費の一部を補助

市民農園に要する経費 経済課 令和６年４月開園に向けて（仮称）みどり第３市民農園（４５区画）の造成工事を実施

３　心豊かにのびのびと子どもが育つまち（子どもと教育）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

出産・子育て応援事業に要する経費 健康課 妊娠期から子育て期までの伴走型相談支援を充実し、経済的支援を一体として実施

のびゆくこどもプラン小金井推進事業に
要する経費

子育て支援課 令和６年度末を計画期間とする現計画（第２期）を改定

義務教育就学児医療費助成事業に要する
経費・高校生等医療費助成事業に要する
経費

子育て支援課
令和５年４月から高校生等までに医療費助成を拡大し、１０月からは中学生及び高校生等の医療
費助成に係る所得制限を廃止することで、子育て家庭を支援

民間保育所助成に要する経費 保育課 既存園に加え、新たに認可となる１園の認可保育所に対して補助金を交付

民間保育所等運営に要する経費 保育課 認可保育所等に対し、処遇改善を含む運営費の一部を負担し定員を維持

子どもの権利推進に要する経費 児童青少年課
子どもオンブズパーソン活動報告会及び子どもの権利市民講座を新たに実施するとともに、全国
自治体シンポジウム２０２３小金井を開催

民設民営学童保育所に要する経費 児童青少年課
令和６年４月から民設民営学童保育所を開設するため、事業者を選考するとともに施設整備費用
等の一部を補助

学校施設整備に要する経費 庶務課
学校施設における学級数増加対応のための増改築等設計、トイレ洋式化工事、給食室空調設備設
置工事等を実施

学校運営に要する経費 学務課 小中学校の普通教室及び特別教室（学級数増分）にＧＨＰエアコンを導入

教育振興に要する経費 学務課
小中学校で運用するパソコンについて児童生徒増加分及び故障対応分を追加購入し、また、教室
増への対応としてアクセスポイント等を増設

学校給食に要する経費 学務課
給食用強化磁器食器、炊飯器、回転釜、フライ兼用釜、食器消毒保管庫、スチームコンベクショ
ンオーブン及び牛乳保冷庫を購入

林間学校に要する経費 指導室
林間学校において、生態系・森林構成に係るフィールドワーク調査、間伐、間伐材加工体験等の
費用の一部を補助

その他教育指導等に要する経費 指導室
環境教育としてのハチドリプロジェクトを広く展開していくため、小中学生にイラストを募集
し、キャラクター（電子版）を作成

その他教育指導等に要する経費 指導室
浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設について、社会科学習と連動させながら、小学校４年生によ
る施設見学を実施

学校運営協議会に要する経費 指導室
地域とともにある学校づくりのため、新たに小金井第二小学校、本町小学校、小金井第二中学
校、東中学校、緑中学校に学校運営協議会を設置（コミュニティ・スクール化）することで、
全校への展開を実現

放課後子どもプラン事業に要する経費 生涯学習課
全小学校において学校開校日における月曜日から金曜日までの開催に拡充し、子どもの居場所を
確保

主な事業の概要
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４　一人ひとりが自分らしく生きることができるまち（文化と生涯学習）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

中学校部活動に要する経費 指導室
中学校の部活動を地域のスポーツ活動・文化活動の一環として捉えるに当たって、将来の担い手
となり得る部活動指導員を各校２人配置

地域学校協働活動推進事業に要する経費 生涯学習課 全小中学校で地域学校協働活動（地域未来塾など）を実施

その他社会体育事務等に要する経費 生涯学習課
東京都主催の多摩自転車ロードレースの開催に当たり、コース沿道自治体として大会運営に連携
して取り組むとともに、地域のスポーツ振興及び魅力の向上を推進

５　誰もがいきいきと暮らすことのできるまち（福祉と健康）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

保健福祉総合計画推進事業に要する経費 地域福祉課 令和５年度末を計画期間とする現計画（第２期）を改定

福祉総合相談窓口に要する経費 地域福祉課
地域住民の相談を包括的に受け止める場の整備のため福祉総合相談窓口に配置している包括化推
進員（地区担当）を増員

医療的ケア児支援事業に要する経費 自立生活支援課
医療的ケアが必要な児童等とその家族が、適切な支援を受けることにより地域において安心して
生活できる体制を整備するため、支援コーディネーターを配置

認知症高齢者グループホームの整備支援
事業に要する経費

介護福祉課
認知症高齢者グループホーム２施設及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護の開設にかかる費用
を補助

高齢者補聴器購入費助成事業に要する経
費

介護福祉課
加齢に伴う中等度難聴者に対して、補聴器の購入に要する経費の一部を助成し高齢者の積極的な
社会参加及び地域交流を促進

介護予防・フレイル予防活動支援事業に
要する経費

介護福祉課
高齢者の心身機能の低下を防ぎＩＣＴ活用を促進するため、オンラインを活用して自宅から参加
できる介護予防教室を実施

自殺対策強化事業に要する経費 健康課 令和５年度末を計画期間とする現計画を改定

６　開かれた市政で誰もが信頼し合えるまち（行政運営）

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

公共施設マネジメント推進に要する経費 企画政策課
ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討に当たり、優先的検討規程を含む庁内検討基準及びマニュア
ルを作成

自治体ＤＸ推進に要する経費 企画政策課
業務フロー及びプロセスの見直し、デジタル技術の導入、デジタル人材の育成等における技術
的・人的支援を受け、自治体ＤＸを推進

広報活動に要する経費 広報秘書課 広報媒体の充実を図るため、市報の全ての号で４頁をカラーにて発行

広報活動に要する経費 広報秘書課 市政情報の積極的な発信、市民の利便性の向上のため、ＬＩＮＥ公式アカウントツールを導入

民間非営利団体に要する経費 コミュニティ文化課
市民提案型協働事業提案制度に加え新たに行政側から見た地域・行政課題の解決を図る行政提案
型協働事業提案制度を実施

７　新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策関連事業

事 業 名 主　　管　　課 概　　　　　　　　要

商工振興に要する経費 経済課
原油価格等高騰による事業経営への影響を受けている市内の中小企業者等に対し、経済的負担を
軽減するとともに、事業の継続支援を図るため、燃料購入費用の一部を補助

価格高騰重点支援給付金給付に要する経
費

地域福祉課　他
物価高騰による負担増により、特に家計への影響が大きい住民税非課税世帯等や子育て世帯に対
して給付金を給付

新型コロナウイルス感染症対策に要する
経費

自立生活支援課
介護福祉課

新型コロナウイルス感染症の影響下における感染症対策のための補助、物価高騰の負担を軽減す
るための支援金等を交付

感染症予防関係に要する経費 健康課
物価高騰に直面する中、地域医療の継続のため、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に取
り組み続けている市内の医療機関等に対して、事業に係る経済的負担を軽減するための支援金を
交付

新型コロナウイルスワクチン接種に要す
る経費

健康課　他 生後６か月以上の市民を対象に新型コロナウイルスワクチン接種を実施

子育て世帯生活支援特別給付金給付に要
する経費

子育て支援課　他
食費等の物価高騰により支出が増加している影響を勘案し、低所得の子育て世帯の実情を踏まえ
た生活の支援を行うための給付金を給付

新型コロナウイルス感染症対策等に要す
る経費

保育課 新型コロナウイルス感染症の影響下における、物価高騰の負担を軽減するための支援金を交付

学校給食に要する経費 学務課
物価高騰により、保護者負担を増やすことなく、これまでどおりの栄養バランスや量を保てるよ
う、学校給食の食材費等の増額分を補助
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課 名 企画政策課 款･項･目-事業番号 2･1･4-1 

決 算 額 2,707 千円 事 業 名 男女平等意識の育成に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

男女平等意識の育成のため、以下の事業を行う。 

１ 第３７回こがねいパレットの開催 

２ 情報誌「かたらい」第５８号・第５９号の発行 

３ 男女共同参画シンポジウムの開催 

４ 女性総合相談事業の実施 

５ 再就職支援講座の開催 

６ 男女平等都市宣言普及啓発冊子の発行 

７ ＤＶ防止普及啓発パネル展の開催 

８ 性の多様性への理解促進研修会の実施、性の多様性への理解促進講座及びパネル展の開催 

９ 若年層セクシュアル・マイノリティ支援事業の実施 

 

＜事業成果＞ 

１ 「地域で活かすこれからのわたし」を題名とした講演及び賛同団体紹介を実施し、男女共同参

画について周知を図った。 

２ 「かたらい」を発行し、男女共同参画に関する情報を発信した。 

３ 「人生１００年時代の男女共同参画」をテーマに講演会を開催し、市の男女共同参画施策につ

いて周知を図った。 

４ 女性総合相談を実施し、生活の中での悩み、問題等について、方法の提供・適切な助言により、

方向が見出せるよう支援した。 

５ 「私らしい働き方をみつけよう～働くために今できること～」をテーマに講演会を開催したほ

か、希望者に対して就職支援ナビゲーターによる個別相談会を実施した。 

６ 二十歳を祝う会にて、経済課及び選挙管理委員会事務局と共同で作成した冊子を配布し、男女

平等都市宣言等について周知を図った。 

７ 「女性に対する暴力をなくす運動」に合わせ、ＤＶ防止普及啓発のためのパネル展を開催した。 

８ 性的少数者の抱える生きづらさへの理解及び気持ちに寄り添った対応方法を身に付けるため、

職員研修を実施した。また、「改めて学ぶＬＧＢＴＱのこと」をテーマに講演会を開催した。性の

多様性に関するパネル展を開催し、性の多様性への理解促進を図った。 

９ 多摩地域の近隣自治体と連携し、若年層当事者の居場所の提供や学校関係者及び児童・生徒向

けにＬＧＢＴＱ＋に関する研修や授業を実施した。また、東京レインボープライド２０２３に東

京１０市ｎｅｔとして参加し、当該連携事業の周知を図った。 

 

 詳細については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「企画政策課」を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
東京レインボープライド２０２３にて作成したメッセージカード、バスソルト及びミニトークの様子 
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課 名 企画政策課 款･項･目-事業番号 2･1･4-2 

決 算 額 435 千円 事 業 名 行動計画の推進に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

男女平等社会の実現を目指し、行動計画を総合的かつ計画的に推進するため、以下の事業を行う。 

１ 男女平等推進審議会の開催 

２ 苦情処理窓口及び男女平等苦情処理委員の設置 

 

＜事業成果＞ 

１ 男女平等に係る諸課題を審議するため、男女平等推進審議会を４回開催した。 

２ 小金井市男女平等基本条例（平成１５年条例第２８号）に基づく苦情処理窓口及び苦情又は相

談を適切かつ迅速に処理するため苦情処理委員２人を設置した。 

 

 詳細については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「企画政策課」を参照 

 

課 名 企画政策課 款･項･目-事業番号 2･1･8-2 

決 算 額 2,837 千円 事 業 名 行財政改革事務に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

令和４年８月に策定した市の行財政改革の指針「小金井市行財政改革２０２５」に基づき、人口

減少社会に向け市民サービスを持続的かつ安定的に提供していくため、「スマート自治体への転換」

及び「多様な主体による市民の福祉の増進」を目指す取組を推進していく。 

 

＜事業成果＞ 

行財政改革２０２５で目指す将来像及び行財政改革審議会での意見を踏まえ、行財政再建推進本

部において、以下の計画等を策定した。 

１ 業務の見直し等により生み出した人員を、単純な削減に充てるのではなく、人口減少社会に向

け持続可能な自治体への転換を図るための各重点取組等へ戦略的に投入することを可能とする

「小金井市定員管理計画」を策定した。 

２ 補助金等の適切な予算化により市民の福祉の増進を図るため、「小金井市補助金等の見直し要

領」を策定した。 

３ 将来にわたり持続可能な自治体であり続けるため、健全な財政運営に関する基本事項を定め、

財政計画や予算編成において指針とすべき「小金井市財政規律ガイドライン」を策定した。 

 

 行財政改革審議会及び行財政再建推進本部の議題等の詳細については、「令和５年度事務報告書」

内事務実績の「企画政策課」を参照 
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課 名 企画政策課 款・項・目-事業番号 2･1･8-6 

決 算 額 4,535 千円 事 業 名 公共施設マネジメント推進に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

新たな事業機会の創出や民間投資の喚起を図るとともに効率的かつ効果的な公共施設等の整備等

を進めることを目的として、公共施設の整備等に多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入するため、小金

井市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討指針を策定する。 

 

＜事業成果＞ 

詳細については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「企画政策課」を参照 

課 名 企画政策課 款・項・目-事業番号 2･1･8-8 

決 算 額 10,103 千円 事 業 名 自治体ＤＸ推進に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

デジタル技術を活用したデジタル・トランスフォーメーション（以下「ＤＸ」という。）の推進に

より、市民サービスの利便性向上及び行政における業務の効率化の実現を目的としている。デジタ

ル化については多様な技術、手法等が存在し、専門性も高いことから効率的にＤＸを推進するため、

豊富な経験と専門的知見を有する外部人材により、手続オンライン化に向けた業務フローの見直し、

ＤＸの推進に必要な職員の意識醸成など、ＤＸの推進に向けて具体的な技術的支援を受ける。 

 

＜事業成果＞ 

１ 行政手続オンライン化に向け、押印及び署名の見直し方針を策定し、各課における行政手続の

うち、廃止可能なものについて、押印又は署名を廃止した。 

２ 庁内業務用ネットワークの更改に合わせ、新しい働き方への行動変容を促進し、業務効率化を

推進するため、令和５年度デジタルチャレンジを実施した。 

３ 小金井市ＤＸ推進全体方針に基づく各取組項目を遅滞なく推進するため、進捗確認ツールであ

るＤＸ推進におけるアクションプランの見直しを実施した。 

４ 文書作成の効率化を目的として、本市において生成ＡＩを利用するに当たり、利用可能な業務

の精査、東京都公表の文章生成ＡＩ利活用ガイドラインの活用効果を検証するため、生成ＡＩ実

証事業を実施した。 

５ 業務継続性、働き方改革及び業務効率化の観点について、第一次試行よりルールの一部を緩和

した上で、引き続き効果検証を行うため、テレワーク第二次試行を実施した。 

６ ＤＸの意義について庁内の認識共有を図るため、管理職・情報政策推進リーダー（ＤＸリーダ

ー）向け研修を実施した。 

課 名 企画政策課 款・項・目-事業番号 2･1･14-1 

決 算 額 5,711 千円 事 業 名 新庁舎等建設に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に向けて、現設計の検証を行った上で実施設計を再開する。 

 

＜事業成果＞ 

詳細については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「企画政策課」を参照 
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課 名 広報秘書課 款･項･目-事業番号 2･1･3-1 

決 算 額 56,075 千円 事 業 名 広報活動に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

 市政に対する市民の理解及び協力の下、市民とともに歩む市政を推進するため、広報活動を行う。

主に、市報こがねいの発行、視覚障がい者（１～６級）の方を対象とした「声の広報」の提供、市及

び関係機関の主催する行事等の広報掲示板への掲示、市ホームページの管理運用等を行う。 

令和５年度は、広報媒体の充実を図るため、市報の全ての号で４頁をカラー印刷とする。 

 

＜事業成果＞ 

１ 市報こがねい 

  市報の全ての号で４頁をカラー印刷とし、広報媒体の充実を図った。 

  市報こがねいを毎月２号発行、全戸配布（小金井市シルバー人材センターに委託）することに

より、行政情報から生活情報まで広く情報を提供した。市報をホームページでも見られるように

するため、ＰＤＦ版を作成した。また、スマートフォン等で市報が見られるようにするため、閲

覧用のアプリケーションを利用し、情報を提供した。 

２ 声の広報 

  市報を朗読しデイジーＣＤ及びＣＤに収録した「声の広報」を、送付希望のあった視覚障がい

者（１～６級）の方に送ることにより、音声による情報提供を行った。 

  市ホームページにも音声データを掲載し、送付対象者以外にも音声データを提供した。 

３ 広報掲示板 

  市内８９か所に設置した広報掲示板にポスター等を掲示することにより、市政情報を地域に提

供した。 

  令和５年度広報掲示板整備実績：修繕２基 

４ 市ホームページ 

  各課対応ホームページ管理システムの導入により、各課がホームページを通じて直接情報発信

できるようにすることで、情報の即時性の向上を図りつつ、地域へ情報を提供した。 

５ 市公式ＬＩＮＥ 

  情報発信機能の充実等を図るため、幅広い世代の多くの人々に利用されているＬＩＮＥの市公

式アカウントを開設し、令和５年１２月に運用を開始した。 

 

 市報こがねい発行・配布実績、広報掲示板利用状況及び印刷物配布実績、「声の広報」送付実績、

市ホームページアクセス件数は「令和５年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書課」を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市報こがねい 市公式ＬＩＮＥ 
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課 名 広報秘書課 款･項･目-事業番号 2･1･3-2 

決 算 額 12,927 千円 事 業 名 広聴・相談に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

１ 各種相談業務 

２ 庁内案内業務 

３ 「市政だより」の発行及び「町会長・自治会長連絡会」の開催 

４ 「みんなのタウンミーティング」の開催 

５ 「市長への手紙」の実施 

６ 「市民の声」投書箱の設置及び受付 

７ 「市長へのファクス」「市長へのＥメール」の受付 

８ 市民掲示板の整備 

 

＜事業成果＞ 

１ 令和５年度相談件数は「令和５年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書課」を参照 

２ 令和５年度実績数は「令和５年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書課」を参照 

３ 「市政だより」に市からのお知らせ及び官公署からの連絡事項を掲載し、町会・自治会を通し

て地域住民に広く周知できた。「町会長・自治会長連絡会」の開催により、町会・自治会からの意

見・要望等を聴くことができた。 

４ 市政に対して市民がどのような施策を望み、どのような意見を持っているか、市長が市民と直

接対話し、市政に反映させることができた。 

５ 住民基本台帳から無作為に抽出した男女２，０００人に対して実施した。市政に対して市民が

どのような意見を持っているか直接尋ね、市政運営の資料として活用できた。 

６ 市民の意見、要望、苦情等を把握し、市政に反映できた。 

７ ファクス及びＥメールを利用することにより、２４時間いつでも「市民の声」を受け付けるこ

とができた。 

８ 市民が自由に使用できる市民掲示板を整備し、市民の自由な意見交流及び日常生活の利便に役

立てた。 

 

３～８の詳細については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「広報秘書課」を参照 
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課 名 広報秘書課 款･項･目-事業番号 2･1･3-3 

決 算 額 825 千円 事 業 名 平和推進事業に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

１ 非核平和事業 

２ 平和行事参加の旅 

３ 小金井平和の日記念行事 

 

＜事業成果＞ 

１ 非核平和映画会、原爆写真パネル展等の催し及び横断幕の掲出を実施し、「小金井市非核平和都

市宣言」の趣旨を広く市民に知らせることができた。 

２ 平和行事参加の旅では、「広島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈念式」に市民７人を派遣し、核

兵器廃絶及び平和の尊さについて認識を深め、「小金井市非核平和都市宣言」の意義を高めること

ができた。 

３ 戦争の記憶を風化させず後世に伝え、未来に平和を引き継いでいくため、平成２６年度に制定

した小金井平和の日条例（平成２６年条例第３０号）に基づき、記念行事を開催したことで平和

意識の高揚を図ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原爆写真パネル展 

平和音楽会 
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課 名 情報システム課 款・項・目-事業番号 2･1･2-4 

決 算 額 636,001 千円 事 業 名 内部情報システムに要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

市の情報ネットワークを個人番号（マイナンバー）利用事務系、ＬＧＷＡＮ接続系及びインター

ネット接続系の３つのネットワーク領域に分離・分割した「三層の対策」により、情報セキュリテ

ィを担保したセキュリティモデル（αモデル）での運用から、「三層の対策」によるネットワーク領

域は原則として維持しつつ、国が提唱する「クラウド・バイ・デフォルト原則」（クラウド利用を第

一候補として検討するもの）の推進、行政手続のオンライン化、テレワーク等による働き方改革等

の新たな時代の要請に対応し、国の自治体ＤＸ推進計画に掲げる重点取組事項の実現を目指すため、

業務の効率化及び市民の利便性の向上への寄与が見込まれる最適なセキュリティモデル（β´モデ

ル）を採用したネットワーク構築を行う。 

 

＜事業成果＞ 

１ 主な変更点 

 

２ ネットワーク更改による成果 

⑴ 新たな時代の要請に対応したネットワークの構築 

  業務効率性及びセキュリティ強化を両立させ、また、今後の発展が見込めるネットワークの

基盤づくりを行ったことから、「クラウド・バイ・デフォルト原則」の推進、行政手続のオンラ

イン化、テレワーク等による働き方改革等への対応が可能となった。 

⑵ 市民利便性の向上 

  マイナポータルを始めとした各種オンライン手続、講座の申込み、パブリックコメント等の

オンライン申請受付、市民説明会等におけるウェビナーの利用等、市民にとってよりオンライ

ンで利用しやすい環境を整備した。 

⑶ 自治体ＤＸの推進 

  令和４年１０月に策定された「小金井市ＤＸ推進全体方針」におけるＤＸ推進の３本の柱の

うちの１つである、「デジタル技術を活用した業務効率化」を進めるためには、今回導入したＭ

ｉｃｒｏｓｏｆｔ３６５を始めとした新たな各種ツールの活用が不可欠となる。ネットワーク

更改後に、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ３６５の活用研修及びＤＸ推進の取組であるデジタルチャレン

ジを実施し、業務効率化を伴う新しい働き方改革とその実現に向けた環境を整備した。 

項目 新内部 NW 旧内部 NW 主な内容等 

サーバー データセンター 自庁管理 維持管理等をデータセンターにて実施 

個人端末 インターネット LGWAN 
主たる業務環境をインターネット領域

とし、仮想業務環境を LGWAN へ変更 

通信環境 無線 LAN 有線 LAN 
庁舎内の各執務室及び主な会議室に無

線 LAN アクセスポイントを設置 

メール 個人･課･係 課･係 
Microsoft365導入のため、個人メールア

カウントを取得 

事務用ソフト Microsoft365 Office2019 
ソフト買い切り方式からクラウドサー

ビス利用へ変更 

テレワーク等 個人端末 
専用端末 

（10台のみ） 

業務上で端末の市外等への持ち出しを

実現（許可制） 
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課 名 情報システム課 款・項・目-事業番号 2･1･2-6 

決 算 額 533,308 千円 事 業 名 基幹系システムに要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

本市の住民情報（基幹系）システムについて、立川市、三鷹市、日野市の３市及び本市で構成す

る東京自治体クラウドで運用している住民情報システムの共同利用を開始する。 

１ 東京自治体クラウド住民情報システム 

東京自治体クラウド住民情報システム（以下「新システム」という。）は、立川市、三鷹市及び

日野市において、「住民サービスの向上」、「業務効率化」、「コスト削減」等を目的として、住民記

録・税・福祉分野等の業務において平成３０年度から３年間かけて３市の業務運用を統一したシ

ステムであり、３市の新システム導入が完了した令和４年１月以降も、国が令和７年度末までと

している２０業務の自治体情報システム標準化・共通化に向けて、国の標準仕様書に合わせて要

件の洗い出しを継続して行う。 

２ 利用開始日及び対象業務システム 

⑴ 利用開始日 令和５年１０月３０日 

⑵ 対象業務システム 住民記録・税・福祉等、約６０業務の住民情報システム 

 

＜事業成果＞ 

１ 自治体情報システムの標準化・共通化 

新システムで運用する約６０の業務システムのうち、標準化・共通化対象の２０業務システム

（以下「標準化対象システム」という。）については、標準仕様書やガバメントクラウドに係る情

報収集、現行業務との差異分析・課題対応方針の検討等を本市を含む４市とベンダ間で実施した。 

また、標準化対象とされていない独自施策として運用している業務システム（以下「関連シス

テム」という。）についても同様に４市とベンダ間で実施した。 

２ その他の業務効率化及びデータ利活用 

東京自治体クラウドでは、標準化対象システム及び関連システム以外に、ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣ

Ｒ、ＧＩＳシステムなどの業務効率化及びデータ利活用を目的としたアプリケーションを導入し

ており、本市も先行している３市の導入実態、運用ノウハウ等を参考に検討を行った。 

 

課 名 情報システム課 款・項・目-事業番号 4･1･3-17(1) 

決 算 額 6,374 千円 事 業 名 
新型コロナウイルスワクチン接種に要す

る経費（情報システム課関係経費） 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

新型コロナウイルスワクチン接種を行うためのＩＴ機器の導入、基幹系システムの改修等を行う。 

 

＜事業成果＞ 

以下の機器の導入や基幹系システムの改修等を行い、新型コロナウイルスワクチン接種の体制確

保に寄与した。 

・ 帳票等読取データ化システム（ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ）の導入 

・ 基幹系システム修正（新型コロナウイルスワクチン接種対応分）の実施 

・ 基幹系システム増設機器等の賃貸借等 
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課 名 地域安全課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 消防団活動に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 消防団の保安帽（８３個）の買換え及び枯草火災等の発生頻度が高い第４分団にジェットシュ

ーターの配備を行う。

２ 消防団員を対象に、消防ポンプ車の運転に必要な準中型自動車免許の取得に要する経費につい

て、補助金を交付する。

＜事業成果＞

１ 消防力の増強を図ることを目的に、ジェットシューターを３個、一般財団法人自治総合センタ

ーのコミュニティ助成事業を活用し、保安帽を８３個購入した。

２ 消防ポンプ車の安定運用を図ることを目的に、消防団員１人に小金井市消防団員準中型自動車

運転免許取得費補助金を交付し、準中型自動車免許の取得を援助した。

課 名 地域安全課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 災害対策に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

災害対策の策定、災害予防、応急復旧、避難体制の確保、備蓄品の充実等を図る。

＜事業成果＞

１ 震災対策用として、応急資機材の充実・増強を図った。

購入資機材 数量 購入資機材 数量 購入資機材 数量

投光器 台 発電機 台 マンホールトイレ 基

レスキューセット 式 スタンドパイプセット 式 消火ホース 本

備蓄倉庫 棟

２ 災害応急体制の充実を図るため、生活必需品、食糧などの主要救助物資の充実・増強を図った。

購入物資 数量 購入物資 数量

アルファ化米 食 ビスケット・ライスクッキー 食

非常用保存水 リットル 調製粉乳 缶

調製粉乳（アレルギー用） 箱 液体ミルク 缶

毛布 枚 携帯トイレ 個

消火器 本 備蓄医薬品セット更新 セット

新医療資機材セット更新 セット 大人用紙オムツ 枚

マンホールトイレ用ライト 個 ガソリン缶 リットル

灯油缶 リットル スノコ 枚

３ 避難所である小金井市立小・中学校１４校の備蓄倉庫管理を委託し、棚卸、清掃、動作確認及

びレイアウト図の作成等を行うことで、災害時における避難者への物資供給等の迅速化を図った。

４ 移動系防災行政無線のうち、消防団に配備している無線機（２１局分）について、ＭＣＡアド

バンスに更新し、災害対応力の向上を図った。

５ 市民の自発的な防災組織である自主防災組織に、防災対策を推進するための補助金を交付し、

自主防災組織の育成・援助に努めた。

自主防災組織補助金支給額は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「地域安全課」を参照
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課 名 コミュニティ文化課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 民間非営利団体に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

市民活動団体等が自由な発想に基づき事業を提案する「市民提案型協働事業」及び市が設定した

公共的課題に基づき事業を提案する「行政提案型協働事業」に対して、１事業５０万円を上限とし

た提案型協働事業補助金を交付する。

＜事業成果＞

１ 市民提案型協働事業

⑴ 外国人保護者のための小学校・中学校の学校ガイドブック（学校ガイド）を「やさしい日本

語」、英語、中国の３言語版で作成、またダウンロードできるＷｅｂサイトを設立

⑵ 新入生の保護者を対象に入学準備相談会を実施

⑶ 「外国ルーツの子どもの教育支援」をテーマにしたシンポジウムを実施

２ 行政提案型協働事業

⑴ 市歌認知に向けた企画・制作、市歌の歌詞ビデオ制作

⑵ 企画紹介チラシ制作（市歌の認知及び普及のイベント告知）

⑶ 市歌ＭＶ制作に向けたワークショップイベントを実施

詳細については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「コミュニティ文化課」を参照

外国人保護者のための小学校・中学校の

学校ガイドブック（学校ガイド）

市歌認知に向けた企画紹介チラシ
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課 名 経済課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 農業振興対策に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

農業振興対策事業の推進及び農業経営の改善、向上を図る事業に対する補助、農地の持つ多面的

機能を活用し、都市農地の保全を推進する。

＜事業成果＞

１ 農業振興連合会補助金

農産物生産団体の育成や補助、農業をＰＲする農業祭等イベントの実施、農業への理解や関心

を深めることを目的とした農業絵画コンクールの実施、農業絵画コンクール入賞作品を活用した

食育カレンダーの作成等を行った。

２ 学校給食市内産農産物利用促進事業補助金

地産地消及び食育を推進し、市内農業の振興を図るため、小中学校の給食において食材として

使用する市内産農産物の購入経費の一部を補助した。

農業祭の宝船
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課 名 経済課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 市民農園に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

都市農業振興基本法（平成２７年法律第１４号）の基本理念を踏まえ、市民が園芸を通じて土に

親しみ、家族ぐるみで生産の喜びを味わい、また、市民相互の交流を深めてより豊かな余暇生活の

実現に資するため、市民農園の整備を行う。

＜事業成果＞

農地が持つ多面的機能を発揮するために必要な施設整備等に対し支援することで、農地の確保及

び保全、その有効活用を図っていくことを目的とした東京都の補助事業「未来に残す東京の農地プ

ロジェクト」を活用し、市民農園１園を整備した。

課 名 経済課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 商工振興に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、原油価格等高騰による事業経営への影響を受

けている市内の中小企業者等に対し、経済的負担を軽減するとともに、事業の継続支援を図るため、

燃料（ガソリン、灯油、軽油、重油及び液化石油ガス）の購入費用の一部を補助する。

＜事業成果＞

支給件数 支給金額

原油価格等高騰対策事業者支援事業補助金 件 千円

みどり第３市民農園
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課 名 環境政策課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 環境対策事務に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 住宅用新エネルギー機器等普及促進補助金

良好な環境を次世代に継承していくため、自然環境の保全及び快適な生活環境を確保する。二

酸化炭素の排出削減に効果のある設備を導入する者に対し、その設置費用の一部を補助すること

により、二酸化炭素削減に向けた行動を促進する。

２ 次世代自動車普及促進補助金

市域から排出される温室効果ガス排出量削減に取り組んでおり、地球温暖化対策を加速させる

ため、令和４年１月１日に小金井市気候非常事態宣言を発出し、２０５０年までにゼロカーボン

シティの実現を目指す。

二酸化炭素を排出しない次世代自動車を購入した者へ補助金を交付することにより、次世代自

動車の普及促進及び市域の脱炭素社会の構築を図る。

＜事業成果＞

１ 補助実績

⑴ 燃料電池コージェネレーションシステム １，９００，０００円 （３８件）

⑵ 太陽光発電システム ３，５３４，０００円 （３７件）

⑶ 蓄電システム ２，０５０，０００円 （４１件）

⑷ 断熱窓 ２，５６１，０００円 （２８件）

２ 補助実績

⑴ 電気自動車 ３，３００，０００円 （３３件）

⑵ プラグインハイブリッド自動車 １，６００，０００円 （１６件）

（内訳）

普通自動車２２件、軽自動車２７件

個人４７件、法人２件
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課 名 環境政策課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 環境啓発に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 環境教育事業

産官学で連携し、小金井第四小学校において、カーボンニュートラルへの理解を深めることを

目的とした出前授業や、ハナズミづくりと火起こし体験を実施し、身近な緑の大切さを学習する。

２ 子ども環境ワークショップ

市内在住在学の小中高生を対象に、環境に関するテーマについて参加型のワークショップを開

催する。また、ＳＮＳを活用したフォトコンテストを開催し、若い世代に環境問題について考え

てもらうきっかけを作る。

３ 森林教育事業

市内在住在学の中学生を対象に、森林体験（間伐体験、造材搬出体験等）を行い、森林の大切

さを学習する。また、市内在住在学の小学生を対象にチシャノキでベンチの製作を行う。

＜事業成果＞

１ 環境教育事業

出前授業やハナズミづくり、火起こし体験を通じて、身近な緑の大切さを学習する機会を提供

することができた。

２ 子ども環境ワークショップ

環境問題に対する普及啓発ワークショップを開催し、日頃の生活の中で、環境保全を意識した

行動を考えてもらうきっかけを提供することができた。また、フォトコンテストは特に小学生か

らの反響が非常に大きく、ＳＮＳを通して若い世代が環境問題を考えるきっかけを提供すること

ができた。

３ 森林教育事業

間伐体験等を通じて、森林の大切さを学び、地球温暖化防止対策についての意識醸成を図るこ

とができた。

子ども環境ワークショップ

環境教育事業 ハナズミづくり

－ 39 －



課 名 ごみ対策課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 塵芥収集に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 可燃、不燃ごみ収集に要する経費

一般家庭から排出される可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を行い、生活環境の保全及び公

衆衛生の向上を図る。また、令和５年度下半期から家庭系一般廃棄物指定収集袋の原材料にバイ

オマスプラスチックを導入し、石油資源の保護及びＣＯ₂排出量の削減を図る。

２ 粗大ごみ等収集に要する経費

一般家庭から排出される粗大ごみの収集運搬を行い、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図

る。

＜事業成果＞

１ 可燃、不燃ごみ収集に要する経費

分別された可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集運搬を迅速かつ堅実に行い、生活環境の保全及び

公衆衛生の向上に寄与した。

令和５年１０月から、バイオマスプラスチックの最大限導入を目指す国のプラスチック資源循

環戦略に沿って、家庭系一般廃棄物指定収集袋の原材料にバイオプラスチックを導入し、植物由

来原料（バイオマス素材）を２５％配合した材質のごみ袋を作製、販売及び使用することで、市

民に対してＣＯ₂削減及びごみ減量に向けた啓発を進めた。

令和５年度可燃系ごみ及び不燃系ごみの収集量は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「ごみ

対策課」を参照

２ 粗大ごみ等収集に要する経費

収集運搬を円滑に行うことで適正な処理が図られ、市民サービスの向上に寄与した。また、新

たなリユースルートの構築として、令和５年１２月１１日から株式会社マーケットエンタープラ

イズと協定を締結し、リユースプラットフォーム「おいくら」の周知及び利用促進を図った。民

間活力を駆使し令和５年１２月から令和６年３月までの約４か月間で２３０件の依頼があり、市

民への新規リユースルートの提供という観点から、市民サービスの向上に寄与した。

令和５年度粗大ごみの収集量は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照

バイオプラスチック２５％配合ごみ袋
新規リユースプラットフォーム

「おいくら」ロゴ
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課 名 ごみ対策課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 塵芥処理に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 市内から発生する廃棄物を適正に処理するとともに、可燃ごみ処理施設運営事業を推進する。

２ 不燃、粗大ごみ及び資源物の処理について、施設の老朽化等を考慮し、循環型社会の形成に資

する施設の再配置を進め、適正処理の維持を図る。

＜事業成果＞

１ 浅川清流環境組合（構成市：日野市、国分寺市、小金井市）では、可燃ごみ処理施設において、

滞りなく可燃ごみの処理を行った。本市は、組合構成団体として与えられた責任を果たした。

２ 貫井北町の中間処理場跡地に整備している資源物処理施設については、令和５年５月に敷地内

の解体工事がおおむね終了した。その後、本体工事に着手し、土工事、基礎工事、躯体工事、設備

工事及びプラント工事を実施した。

また、当該施設に命名権（ネーミングライツ）を導入することとし、令和５年１１月２９日にメ

タウォーター株式会社と協定を締結した。

令和５年度廃棄物処理の実績は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照

小金井市資源物処理施設ネーミングライツ「メタウォーターサステナブルパークこがねい」

ロゴ

小金井市資源物処理施設「メタウォーターサステナブルパークこがねい」完成イメージ図
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課 名 ごみ対策課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 清掃関連施設維持管理に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

二枚橋焼却場跡地の小金井市野川クリーンセンターにて、不燃・粗大ごみ等の安定かつ適正な処

理を行うとともに、近隣住民との良好な協議体制の維持及び施設の維持管理に努める。また、リユ

ース事業として令和４年度に実証実験を開始した、小金井市野川クリーンセンターに搬入された粗

大ごみから再生可能な家具類の補修等を行い、市が地域情報サイト「ジモティー」にリユース品を

掲載し、市民へ無償譲渡を行う「ゆづる輪」において、より多くの市民が利用できるよう、譲渡方

法の見直しなど、本格実施に向けた準備と啓発を進める。

＜事業成果＞

１ 令和４年８月１日に本格稼働した小金井市野川クリーンセンターについては、令和５年度が１

年間を通しての稼働となった。不燃・粗大ごみ等が搬入され、施設内で積替えを行い、民間処理

施設へ搬出している。なお、施設の構造に起因するプラットホーム内の温度対策として、スポッ

トエアコンを６台設置し、作業環境の改善を図った。災害廃棄物一時保管場所については、平時

はバスケットボールコートとして開放している。

２ 令和５年度の「ゆづる輪」の事業成果は、リユース成立件数２１３件、ごみ減量値およそ２．

１ｔとなり、リユース成立件数、ごみ減量値ともに前年度のおよそ２倍となった。

令和５年度事務状況は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「ごみ対策課」を参照
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課 名 ごみ対策課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 ごみ減量啓発に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

ごみ減量及び分別の徹底に向けて、生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付、啓発ツールの活

用、ごみゼロ化推進員との協働による活動の推進等を行う。また、食品ロス削減推進協力店におい

て消費期限間近の食品、食材を値引きして出品し、ユーザー登録した市民等がそれらの食品を購入

する食品ロスマッチングサービス「小金井カメすけ（食品ロス削減プロジェクト）」を令和５年７月

から本格実施に移行する。

＜事業成果＞

ごみ・リサイクルカレンダー及びごみ減量啓発チラシを全戸に配布し、ごみの出し方や分別につ

いての周知を図るとともに、要注意事項である「リチウムイオンバッテリー・水銀使用製品の混入

防止」について啓発を強化した。また、市民を対象とした「水銀使用製品回収キャンペーン」を２

回にわたり実施し、水銀使用製品を有害ごみとして適切に排出するよう、徹底した周知を行った。

「水銀製品回収キャンペーン」の実績として、主に水銀体温計、水銀血圧計といった水銀使用製品

３３２点、重量にしておよそ１３ｋｇを回収し、混入防止に係る予防対策としての成果を上げた。

その他、生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付、市内イベントへのリユース食器の無料貸出し、

講演会や路上禁煙地区清掃活動を始めとするごみゼロ化推進員と協働した啓発活動、スマートフォ

ン用ごみ分別アプリの配信や「小金井カメすけ（食品ロス削減プロジェクト）」の事業展開により、

市民の更なるごみ減量意識の維持向上とともに分別の徹底を図った。

「小金井カメすけ（食品ロス削減プロジェクト）」の成果として、取引成立件数６４件、およそ１

１ｋｇの食品ロス削減につなげることができた。実証実験を開始した令和４年度と比較すると、取

引成立件数が１９件増加し、削減量が２．５倍になった。

令和５年度生ごみ減量化処理機器購入費補助金の交付実績及びごみゼロ化推進員活動状況並びに

「小金井カメすけ（食品ロス削減プロジェクト）」利用実績は「令和５年度事務報告書」内事務実績

の「ごみ対策課」を参照

ごみ減量啓発チラシごみ分別アプリ
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課 名 ごみ対策課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 資源ごみ回収に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

資源循環型社会の形成に向け、資源物の分別回収及び資源化の推進を行う。

＜事業成果＞

資源物の分別回収、生ごみ及び剪定枝等有機性資源の有効活用、自治会、子供会等による集団回

収の実施等により、循環型社会の形成に向けて限りある資源の有効活用が図られた。

令和５年度資源物回収量及び集団回収の実績は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「ごみ対

策課」を参照

集団回収拠点場所の様子

集団回収事業実施の様子
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課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 社会福祉委員に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

地域の人からの相談を行政につなげること及び調整、指導、助言等の活動により、社会福祉の増

進に努める。

＜事業成果＞

市内に６７人（令和６年３月３１日現在）の委員を配置し、地域の福祉向上に努めた。

課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 民生委員等に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

民生委員・児童委員が、生活困窮者、高齢者、心身障がい者、児童、母子等、援助を必要とする

方に対して、相談、指導、助言等を行う。

＜事業成果＞

地域住民の社会福祉への関心を高め、参加を促すとともに、行政の画一性及び限界を補い、きめ

細やかな社会福祉サービスの提供のため、調査、相談、指導、助言等の活動を行い、もって社会福

祉の増進に努めた。

令和５年度民生委員・児童委員関係の協議会開催状況等については、「令和５年度事務報告書」内

事務実績の「地域福祉課」を参照

課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 社会福祉協議会に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

地域住民が主体となった組織的運営により、福祉のまちづくりを目指して、地域社会における社

会福祉活動の調査研究、連絡調整、普及宣伝、総合的企画促進等を行う。

＜事業成果＞

小金井市社会福祉協議会職員の人件費及び事業費に対し助成するとともに、ボランティアによる

まちづくり推進事業、地域福祉総合推進事業等に取り組み、永続的・自主的なボランティア活動が

地域に根付くための基盤強化を図った。
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課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 福祉サービス苦情調整委員に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

福祉全般を対象とした福祉サービス苦情調整委員制度により、小金井市福祉サービス苦情調整委

員設置条例（平成１５年条例第８号）に基づき設置された２人の福祉オンブズマンが、利用者から

の苦情等を受けて、公正な第三者的機関として市及び関係者からの事情聴取、調査等を行う。

＜事業成果＞

市民から寄せられた苦情等の内容に関して、個々の事情に応じて、説明・助言、調査・照会、当

事者間の調整、他機関への紹介等を行い、相談事例等の解決に努めた。

令和５年度福祉サービス苦情調整委員関係については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「地

域福祉課」を参照

課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 負担金・補助金

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 福祉団体補助

社会福祉の増進及び地域活動の発展・育成に資する。

２ 福祉サービス第三者評価受審費補助

小金井市内に事業所がある福祉サービス提供事業者が、東京都福祉サービス評価推進機構が認

証した評価機関による福祉サービス第三者評価を受審した場合に、その受審費の一部を補助する。

＜事業成果＞

１ 福祉団体補助

市内８つの福祉団体に対して、地域活動の発展及び育成の見地から補助金（１団体当たり７５，

０００円から８０，０００円まで）を交付した。

・ 小金井市遺族会 ・ 小金井市身体障害者福祉協会

・ 小金井市手をつなぐ親の会 ・ 小金井市母子寡婦福祉会

・ 小金井市視力障害者の会 ・ 小金井市聴覚障害者協会

・ 小金井市精神障害者家族会（あじさい会） ・ 小金井地区肝友会

２ 福祉サービス第三者評価受審費補助

福祉サービス提供事業者が、第三者機関による評価を受け、その評価を公表することで、サー

ビスの質の向上を図る。また、福祉サービス利用者は受審結果の情報を得ることで、自分に合っ

たサービスを選択することができ、利用者本位のサービスの提供が推進された。

令和５年度福祉サービス第三者評価受審費補助関係については、「令和５年度事務報告書」内事務

実績の「地域福祉課」を参照
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課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 福祉サービス総合支援事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

認知症高齢者、知的障がいのある方、精神に障がいのある方、判断能力に不安のある方等の尊厳

及び権利を守るため、利用者サポート、専門相談並びに成年後見制度利用に関する相談及び助成を

行う。また、成年後見関係機関等との連絡会を開催し、関係機関の連携を行う。

＜事業成果＞

権利擁護及び成年後見制度に関する様々なサポート、相談等に対応し、社会福祉の増進を図った。

令和５年度権利擁護センター運営関係については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「地域

福祉課」を参照

課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 低所得者・離職者対策事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

学習塾等受講料及び高校・大学等の受験料について無利子で貸付けを行い、一定所得以下の世帯

の中学３年生及び高校３年生を支援する。高校・大学等に入学できた場合、申請することで貸付金

の返済が全額免除される。

＜事業成果＞

学習塾などの費用及び受験費用を貸し付けることにより、一定所得以下の世帯の子どもの教育環

境を整えることができた。

令和５年度低所得者・離職者対策事業の状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の

「地域福祉課」を参照
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課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
災害時避難行動要支援者支援事業に要す

る経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

避難行動要支援者名簿作成及び個別支援プラン作成に向けた取組を実施するなど、災害時等に支

援を必要とする高齢者、障がいのある方等が必要な支援を受けられるための体制を整備する。また、

救急医療災害支援情報キットの配布を行い、高齢者、障がいのある方等が救急及び災害時において

適切な医療及び支援を受けられる環境を整備する。

＜事業成果＞

避難行動要支援者名簿を更新し、消防署、警察署、民生委員・児童委員、自主防災組織等と情報

を共有するなど災害に備えた地域の協力体制づくりの推進を図ることができた。また、高齢者、障

がいのある方等に救急医療災害支援情報キットを給付することにより、救急及び災害時において適

切な医療及び支援を受けられる環境を整備することができた。

課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
生活困窮者自立相談支援事業に要する経

費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

生活困窮者の自立に向け、包括的かつ継続的な相談支援を行うとともに、住居確保給付金、家計

管理及び債務整理に関する支援並びに子どもの学習支援を行う。

＜事業成果＞

生活困窮者の自立に向けた相談支援を行ったほか、住居確保給付金等の支給による就職活動の支

援、家計改善及び債務整理に向けた支援並びに子どもへの進学に関する支援ができた。

相談支援の状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照
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課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 保健福祉総合計画推進事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

保健福祉の推進に当たり、小金井市保健福祉総合計画の着実な実施及び進行管理並びに取組状況

の評価を行う。令和５年度末を計画期間とする現計画（第２期）の改定を行う。

＜事業成果＞

令和１１年度末を計画期間とする第３期小金井市保健福祉総合計画を策定した。

第３期小金井市保健福祉総合計画では、新たに再犯防止推進計画を盛り込んだほか、包括的支援

体制の構築に向けた重層的支援体制の整備について記載した。

詳細については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 福祉総合相談窓口に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

福祉総合相談窓口を設置し、全ての市民を対象に複合的で複雑な課題の解決に向けた総合支援を

行う。

＜事業成果＞

気軽に相談できる福祉総合相談窓口として周知を行い、多様な福祉相談に対応した。包括化推進

員（地区担当）１人を増員し相談体制の強化を図り、特に従来の支援では対応が困難な複合的な課

題を抱える相談については、関係機関と連携・協働して包括的な支援を行うとともに、支援の終結

まで見守る体制を構築できた。

詳細については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」を参照

課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 地域福祉基金積立金

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

地域福祉施策の推進を図るための安定的な財源の確保に資するため、基金を積み立てる。

＜事業成果＞

積立元金として１，８０５，０００円、積立利子として１５，８１８円の地域福祉基金を積み立

てた。
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課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
価格高騰重点支援給付金給付に要する経

費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

物価高騰による負担増により、特に家計への影響が大きい住民税非課税世帯等が、速やかに支援

を受けられるよう、住民税非課税世帯等に対して、１世帯当たり３万円及び７万円（追加）を給付

する。また、子育て世帯に対して、１８歳以下の児童１人当たり５万円を給付する。

＜事業成果＞

各給付金の給付を行い、支援を行うことができた。

令和５年度価格高騰重点支援給付金給付状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の

「地域福祉課」を参照

課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 生活保護扶助に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

生活困窮のため最低限度の生活維持が困難な方に対し、必要に応じて生活・住宅・教育・医療・

介護・出産・生業・葬祭の各種扶助を行い、自立助長を促す。

＜事業成果＞

被保護世帯に対して、最低生活の保障及び自立の助長を図ることができた。

令和５年度生活保護関係の状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「地域福祉課」

を参照

課 名 地域福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 生活保護法外援護に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

被保護世帯に対し、入浴券及び図書券の給付、就職支度金及び自立促進事業による自立支援に要

する経費の一部の支給等、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に定められている以外の援護

を行う。

＜事業成果＞

被保護世帯の生活の安定及び自立の助長を図ることができた。

令和５年度生活保護法外援護費の状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「地域

福祉課」を参照
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課 名 自立生活支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
新型コロナウイルス感染症対策に要する

経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

新型コロナウイルス感染症の影響下における感染症対策のための補助、物価高騰の負担を軽減す

るための支援金等を交付する。

＜事業成果＞

１ 障害福祉サービス事業所等の職員及び利用者のＰＣＲ検査等の受検に必要となる経費について

補助することにより、新型コロナウイルス感染拡大防止の取組を支援した。

２ 新型コロナウイルス感染症の影響下において、原油価格・物価高騰に直面する障害福祉サービ

ス事業所等に対し、価格高騰等に伴う価格上昇相当分を補助し、事業の安定的な運営を支援した。

詳細については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「自立生活支援課」を参照

課 名 自立生活支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 医療的ケア児支援事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

医療的ケア児及びその家族が、その心身の状況に応じた適切な保健、医療、障害福祉、保育、教

育等の各関連分野の支援を受けられるよう、コーディネーターを配置し、地域において安心して生

活できる体制を整備する。

１ 支援対象児の把握及び情報管理

２ 支援対象児及びその家族に対する相談支援

３ 医療機関又はサービス提供機関への同行による手続支援

４ 通学、通園及び通所先その他関係機関等への助言のほか、市と事業者が協議の上、必要と認め

られる事業

＜事業成果＞

１ 対象児を早期に把握し、関係機関へ適切につなぐことができた。

２ 医療的ケア児に特化した相談窓口が明確になることで保護者が安心することができた。

３ 早急に支援が必要となる個別案件について、関係機関と連携して対応することができた。
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課 名 介護福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
新型コロナウイルス感染症対策に要する

経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

新型コロナウイルス感染症の影響下における感染症対策のための補助、物価高騰の負担を軽減す

るための支援金等を交付する。

＜事業成果＞

１ 介護事業所等の職員及び利用者のＰＣＲ検査等の受検に必要となる経費について補助すること

により、新型コロナウイルス感染拡大防止の取組を支援した。

２ 新型コロナウイルス感染症の影響下において、原油価格・物価高騰に直面する介護事業所等に

対し、価格高騰等に伴う価格上昇相当分を補助し、事業の安定的な運営を支援した。

詳細については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「介護福祉課」を参照

課 名 介護福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
介護予防・フレイル予防活動支援事業に要

する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

オンラインを活用して介護予防・フレイル予防を推進するため以下の事業を行う。

１ 介護予防・フレイル予防に関する活動を行う団体に対し、オンライン機器の貸出しを行い、活

動機会の支援をする。

２ オンライン介護予防講座を開催し、高齢者が介護予防の必要性を理解し、主体的に介護予防に

取り組む動機付けの機会とするとともに、社会参加や地域での介護予防の取組の機会とする。

＜事業成果＞

オンライン機器の貸出しやオンラインを活用した講座を開催することにより、高齢者がスマート

フォン、タブレット等を利用する機会につながり、スムーズに利用できるようになった。また、講

座の参加により介護予防の必要性を理解し、講座終了後他の教室等に参加する等社会参加・介護予

防の取組の継続につながった。

参加者人数：１８人
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課 名 介護福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
認知症高齢者グループホームの整備支援

事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

認知症高齢者が、家庭的な環境の中、専門知識と技術を持つ職員により日常生活における支援を

受けながら生活することで、精神的に安定し、認知症の進行を緩やかにすることによって、安定し

た生活ができる認知症高齢者グループホーム等の整備を図る。

＜事業成果＞

グループホーム本町けやきの杜（令和５年８月）及びグループホームのがわ弐番館（令和６年５

月）、定期巡回サービス土屋小金井（令和６年５月）の開設に当たり費用の補助を行った。

課 名 介護福祉課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
高齢者補聴器購入費助成事業に要する経

費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

加齢に伴う中等度難聴者に対して、補聴器の購入に要する経費の一部を助成し高齢者の積極的な

社会参加及び地域交流を促す。

＜事業成果＞

比較的高価である補聴器について、購入を躊躇する方への支援及び装着による生活のしやすさの

向上を通じて、高齢者の積極的な社会参加及び地域交流を促すことにつながった。

助成件数実績：４７件

グループホーム 本町けやきの杜

グループホーム のがわ弐番館
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課 名 健康課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 自殺対策強化事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

小金井市自殺対策計画が令和６年３月で計画期間満了を迎えるため、改めて市民アンケートを実

施し、現状分析等を行った上で、第２次自殺対策計画を策定する。

＜事業成果＞

第２次自殺対策計画を策定することで、市の実情に応じ自殺対策事業を整理することができた。

また、計画策定を機に、市民へ市の自殺対策事業を周知するとともに各種相談窓口の周知等を行う

ことができた。

課 名 健康課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 出産・子育て応援事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

妊婦及び０歳から２歳までの低年齢期の子育て家庭に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てる

ための面談及び継続的な情報発信等を行うことを通じて必要な支援につなぐ伴走型相談支援の充実

を図るとともに、妊娠届出及び出産届出を行った家庭に対し、経済的な支援として希望する出産・

子育て関連用品及びサービス等を提供する。

＜事業成果＞

妊婦面談等を行った妊婦等に対し、出産育児等関連用品の購入費等の経済的な支援をするための

ギフト券（出産応援ギフト）を配布した。

新生児訪問等を行った新生児等に対し、出産育児等関連用品の購入費等の経済的な支援をするた

めのギフト券（子育て応援ギフト）を配布した。

また、妊娠８か月アンケート調査を実施し、電話等で様々なニーズに即した相談に応じ、妊婦の

支援につなげることができた。

（令和５年度出産・子育て応援ギフト配布件数）

出産応援ギフト ：２，１５１件（令和４年度遡及分を含む。）

子育て応援ギフト：１，６５５件（令和４年度遡及分を含む。）
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課 名 健康課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 感染症予防関係に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

物価高騰に直面する中、地域医療の継続のため、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に取

り組み続けている市内の医療機関等に対し、事業に係る経済的負担を軽減するための支援金を交付

する。

＜事業成果＞

市内医療機関に対し医療機関等物価高騰対策支援給付金を交付することで、経済的負担の軽減に

つながり、地域医療の継続に寄与した。

給付実績：２６６件

課 名 健康課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
新型コロナウイルスワクチン接種に要す

る経費（健康課関係経費）

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

新型コロナウイルスワクチンの接種を市民等へ行うに当たって、市内医療機関での接種体制の確

保、集団接種会場の開設・運営等の接種体制を構築し、ワクチン接種を希望する市民等に接種を実

施する。

＜事業成果＞

新型コロナウイルスワクチンの接種を希望する生後６か月以上の市民等が迅速かつ適正に接種を

受けられるよう、接種体制を構築した。集団接種会場を開設するとともに、市内の接種実施医療機

関の協力の下、接種を実施した。

令和５年度の接種者数は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「健康課」を参照
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課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 児童手当支給に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

中学校修了前（１５歳到達後最初の３月３１日）までの児童を養育している保護者に対して児童

手当を支給する。また、児童手当の所得要件に該当しない保護者に対して特例給付を支給する。

＜事業成果＞

児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を

担う児童の健やかな成長に寄与した。

令和５年度児童手当支給状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「子育て支援課」

を参照

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 児童育成手当支給に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

２０歳未満の障がい児及び父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしく

はこれと同様の状態にある１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童を養育している保護者

に対して児童育成手当を支給する。

＜事業成果＞

児童育成手当を支給することにより、児童の心身の健やかな成長に寄与した。

令和５年度児童育成手当支給状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「子育て支

援課」を参照

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 児童扶養手当支給に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこれと同様の状態にある

１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童（障がい児は２０歳未満）を養育している保護者

に対して児童扶養手当を支給する。

＜事業成果＞

児童扶養手当を支給することにより、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭

の生活の安定及び自立の促進に寄与するとともに、児童の福祉の増進を図った。

令和５年度児童扶養手当支給状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「子育て支

援課」を参照
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課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 乳幼児医療費助成事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

６歳到達後最初の３月３１日までの乳幼児を養育している保護者に対し、乳幼児に係る医療費の

一部を助成する。

＜事業成果＞

乳幼児に係る医療費の一部を助成することにより、乳幼児の保健の向上及び健やかな育成を図り、

子育ての支援に寄与した。

令和５年度乳幼児医療費助成状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「子育て支

援課」を参照

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 育児支援ヘルパー派遣事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

安静を要する妊婦がいる家庭又は出産直後の産婦を介助する者がいない家庭において、産前から

出産後４か月以内（多胎児家庭は対象児が３歳未満まで）の一定期間、育児支援ヘルパーを派遣し、

子育ての負担を軽減する。

＜事業成果＞

子育てに関する相談に応じながら、家事・育児の支援を行うことにより、子育て家庭の負担を軽

減し、母体の保護及び回復を促進することができた。

令和５年度育児支援ヘルパー派遣状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「子育

て支援課」を参照
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課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
子ども家庭支援センター運営に要する経

費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

子ども及び家庭の支援に係る総合的な相談、児童虐待防止の取組、子ども及び家庭の支援に携わ

る関係機関との連携並びに調整、親と子が安心して過ごせる場の提供及び交流、地域の子育てグル

ープ等の活動支援、子育てボランティアの育成、子育て情報の提供等を行うとともに、育児の相互

援助活動を行う会員組織である、ファミリー・サポート・センターを管理する。

＜事業成果＞

子ども及びその家族が安心して健康に生活できる地域づくりを目指し、子育てに係る相談業務の

充実を図り、要保護児童対策地域協議会を開催して各関係機関とのネットワークを強めるなど、子

ども家庭支援センターの機能強化を行い、子育て家庭の支援を図った。

また、ファミリー・サポート・センターについては、多数の会員登録があり、子育て支援の多様

なニーズに応えることができた。

令和５年度子ども家庭支援センター運営状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の

「子育て支援課」を参照

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 その他事務に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

子育て支援事業の一環として記念品を贈呈する。

＜事業成果＞

小学校新１年生の保護者１，１４５人に対し、子育て応援記念品として、図書カード２，０００

円分を贈呈した。

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 子どもショートステイ事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

保護者が疾病等により、児童を一時的に養育することが困難になった場合に、保護者に代わり当

該児童を施設で短期的に養育（宿泊）する。

＜事業成果＞

児童を一時的に養育することが困難になった家庭への支援を行い、児童福祉の向上に寄与した。

令和５年度子どもショートステイ利用状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「子

育て支援課」を参照
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課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
義務教育就学児医療費助成事業に要する

経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

義務教育就学期にある児童を養育している保護者に対し、児童に係る医療費の一部を助成する。

＜事業成果＞

児童に係る医療費の一部を助成することにより、児童の保健の向上及び健やかな育成を図り、子

育ての支援に寄与した。令和５年１０月に中学生の保護者の所得制限を廃止した。

令和５年度義務教育就学児医療費助成状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「子

育て支援課」を参照

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
のびゆくこどもプラン小金井推進事業に

要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

のびゆくこどもプラン小金井（第２期小金井市子ども・子育て支援事業計画）の進捗確認を行う。

＜事業成果＞

令和５年度子ども・子育て会議の開催状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「子

育て支援課」を参照

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 養育支援訪問事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

養育支援が必要な家庭を訪問して専門相談を行うとともに、育児支援ヘルパーを派遣し、育児及

び家事援助を行うことにより、適切な養育の実施を確保する。

＜事業成果＞

専門的相談並びに育児及び家事の援助を通じて、適切な養育ができるよう促した。

令和５年度養育支援訪問事業の状況については、「令和５年度事務報告」内事務実績の「子育て支

援課」を参照
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課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協

議会助成に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

子育て関係機関（施設）及び子育て・子育ち支援活動に取り組む市民活動団体を構成員とする小

金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会に対して、運営に要する経費の補助を行うことで、子

育て関係機関（施設）、子育て・子育ち支援活動団体の相互援助、総合的な情報発信等を支援し、地

域の子育て環境を整え、子どもたちの健やかな成長に資する。

＜事業成果＞

第１０回子育てメッセこがねい及び講演会・学習会を開催したことにより、参加団体も増え、団

体間の相互連携も深まった。

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 子どもの居場所づくりに要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

子どもの居場所を運営する団体に対し、その経費の一部を補助することにより、地域の子どもた

ちに食事、学習、交流の場を提供する取組について、安定的な実施環境を整備し、地域に根差した

活動を支援する。

＜事業成果＞

１０団体に子どもの居場所づくり推進事業補助金を交付し、財政上の支援を行った。

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 高校生等医療費助成事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

高校生等を養育している保護者に対し、高校生等に係る医療費の一部を助成する。

＜事業成果＞

高校生等に係る医療費の一部を助成することにより、高校生等の保健の向上及び健やかな育成を

図り、子育ての支援に寄与した。令和５年４月から事業を開始し、同年１０月に保護者の所得制限

を廃止した。

令和５年度高校生等医療費助成状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「子育て

支援課」を参照
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課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 母子生活支援施設入所措置に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

母子家庭の母が様々な理由により、児童の養育を十分にできない場合、施設入所により保護し、

居室の提供及び母子指導員による生活指導を行う。

＜事業成果＞

施設入所はなかったが、身の危険がある対象者をタクシーで輸送し、安全を図ることができた。

令和５年度母子生活支援施設入所費用支弁状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績

の「子育て支援課」を参照

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業

に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

ひとり親家庭に対して、就業・就学等の自立を促進するために必要とする場合又は日常生活を営

むのに著しく支障がある場合に、一定の期間ホームヘルパーを派遣し、生活の安定及び福祉の向上

を図る。

＜事業成果＞

ひとり親家庭にホームヘルパーを派遣し、日常生活の支援等必要なサービスを行い、ひとり親家

庭の生活の安定及び福祉の向上を図った。

令和５年度ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業利用状況については、「令和５年度事務報告

書」内事務実績の「子育て支援課」を参照

課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
ひとり親家庭等医療費助成事業に要する

経費費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

父又は母が死亡もしくは障がいの状態となり、又は父母が離婚もしくはこれと同様の状態にある

１８歳に達した日の属する年度の末日以前の児童（障がい児は２０歳未満）を養育しているひとり

親家庭等に対し、医療費の一部を助成する。

＜事業成果＞

医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の保健の向上に寄与するとともに、ひとり

親家庭等の福祉の増進を図った。

令和５年度ひとり親家庭等医療費助成状況については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「子

育て支援課」を参照
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課 名 子育て支援課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
子育て世帯生活支援特別給付金給付に要

する経費（子育て支援課関係経費）

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

食費等の物価高騰により支出が増加している影響を勘案し、低所得の子育て世帯の実情を踏まえ

た生活の支援を行うため、令和５年３月分の児童扶養手当受給者及び同手当受給者と同程度の収入

状態にあるひとり親世帯、さらに令和４年度子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）支給

対象者等に、児童１人につき５万円を支給する（国制度）。

＜事業成果＞

子育て世帯における食費等の物価高騰の影響を緩和し、児童の健やかな成長に寄与した。

ひとり親世帯

件数 人数 支給額（千円）

児童扶養手当受給者区分

公的年金給付等受給者区分

家計急変者区分

計

その他世帯

件数 人数 支給額（千円）

前年度支給対象者区分

非課税区分

家計急変者区分

計

－ 62 －



課 名 保育課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 民間保育所助成に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

民間保育所等に対し補助を行い、保育内容の充実及び児童福祉の増進を図る。

＜事業成果＞

民間保育所運営費等の補助により、民間保育所等における保育内容の充実及び児童の処遇改善に

寄与し、保育の需要に応えることができた。また、給食費の補助を行うなど、市民の多様なニーズ

に対応し、保育サービスの向上を図る取組を充実させることができた。あわせて、施設職員の賃金

改善に係る取組の充実も図った。

保育所運営費支弁状況は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「保育課」を参照

課 名 保育課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
保育従事職員宿舎借上支援事業に要する

経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

保育従事職員用の宿舎の借上げを行う市内民間保育所等に対して、建物賃借料等の費用の一部を

補助する。

＜事業成果＞

市内民間保育所等が保育従事職員用に借り上げた宿舎に係る建物賃借料等に補助を行うことによ

り、保育従事職員の人材確保及び離職防止を図ることができた。

課 名 保育課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
保育の質のガイドライン活用に要する経

費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

小金井市保育の質のガイドラインに謳われている「目指す保育・大切にしたい保育に必要なこと」

の内容に沿って、市内の保育者間での共通理解を深めるとともに、より実践的な活用に結び付けて

いくことを目的とした研修を実施する。

＜事業成果＞

年３回のＷＥＢ研修を実施し、延べ３４人の保育従事職員が参加した。

実施日 テーマ

第 回 月 日 子どもの権利

第 回 月 日 保育の内容

第 回 月 日 配慮を必要とする子どもの支援
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課 名 保育課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
新型コロナウイルス感染症対策等に要す

る経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

新型コロナウイルス感染症の影響下における、物価高騰の負担を軽減するための支援金等を交付

する。

＜事業成果＞

長期化する新型コロナウイルス感染症の影響下において、原油価格・物価高騰に直面する保育事

業者に対し、価格上昇相当分を補助し、事業の安定的な継続を支援した。

課 名 保育課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 保育施設開設及び改修等に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

認証保育所の認可化及び認可保育園の改修に要する経費を補助し、保育施設等の整備を行う。

＜事業成果＞

市内認証保育所１園が令和５年４月から認可保育園へ移行した（定員２０人）。市内認可保育園１

園の改修費を補助した（４年計画の３年目）。

課 名 保育課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 民間保育所等運営に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の規定に基づき、特定教育・保育施設、特定

地域型保育事業等に対し、入所した児童の保育を行うために必要な経費を支弁する。

＜事業成果＞

保育所の運営及び保育内容の充実に要する経費を支弁し、児童の健全育成を図った。また、施設

職員の賃金改善に係る取組を充実することにより、人材の確保及び保育の質の向上に寄与し、児童

福祉の増進を図ることができた。

保育所運営費支弁状況は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「保育課」を参照
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課 名 児童青少年課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 子どもの権利推進に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 子どもオンブズパーソン活動報告会の開催

２ 「地方自治と子ども施策」全国自治体シンポジウム２０２３小金井の開催

＜事業成果＞

１ 子どもオンブズパーソン活動報告会

令和５年９月２３日（土）に小金井 宮地楽器ホールで開催し、第一部で本市の子どもの権利に

関する条例と子どもの権利についての講演、第二部において令和４年度の子どもオンブズパーソ

ンの活動報告を行った。当日は４７人が参加し、市民に対し、子どもの権利及び子どもオンブズ

パーソンの活動を周知することができた。

２ 「地方自治と子ども施策」全国自治体シンポジウム２０２３小金井

令和６年２月１０日（土）に全体会、同月１１日（日）に分科会等を開催。全体を通じた延べ参

加者数は１，０００人（オンライン参加者を含む。）を超え、子ども施策についての情報交換、研

修機会の創出及びネットワークの構築を図ることができた。

子どもオンブズパーソン活動報告会の様子

全国自治体シンポジウム２０２３小金井の様子
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課 名 児童青少年課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 民設民営学童保育所に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

学童保育所の大規模化に対応するとともに、利用者のニーズに柔軟に対応するため、民設民営学

童保育所を開設する事業者に対し、施設整備費用等の一部を補助する。

＜事業成果＞

学童保育所の開設を希望する民間事業者に対して補助を実施することにより、令和６年４月から

１施設開設することができた。

メガロス東小金井学童クラブ 育成室
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課 名 都市計画課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
都道１３４号線整備に要する経費（都市計

画課関係経費）

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

都道１３４号線整備（第三次みちづくり・まちづくりパートナー事業）

本事業は、平成２９年４月１日に東京都及び本市で締結した協定書に基づく東京都からの委託事

業であり、整備対象は、都市計画道路３・４・１号線（東町四丁目西交差点を中心とした幅員１６

ｍ、延長約２５０ｍ区間）である。

この事業の目的は、道路拡幅整備を行い、東西交通の円滑化、地域住民の交通安全及び防災機能

の向上を図るものである。

＜事業成果＞

事業用地（第１工区～第４工区）の用地取得は完了しており、令和５年度は、第５工区の１３８．

１８㎡を取得し、事業用地（第１工区～第５工区）の用地取得率は約９５％となった。

課 名 都市計画課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
都市計画道路３・４・８号線整備に要する

経費（都市計画課関係経費）

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

都市計画道路３・４・８号線整備

当該道路は、東小金井駅の東に位置し、南北に通じる幅員１６ｍの都市計画道路である。事業区

間を２期に分けて整備を進めており、第１期事業区間は、北大通りから東小金井駅北口土地区画整

理事業区域までの延長約２７２ｍ、第２期事業区間は、東小金井駅北口土地区画整理事業区域南側

から富士見通りまでの延長約１０８ｍである。これを整備することにより、交通の円滑化、地域住

民の交通安全及び防災機能の向上を図る。

＜事業成果＞

令和５年度は、土地開発公社で先行取得した１画地４４．７６㎡を取得し、用地取得率は約５４％

となった。
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課 名 まちづくり推進課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 市街地再開発等の事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

武蔵小金井駅北口のまちづくりを、市の玄関口にふさわしい、商業、業務及び都市型住宅などが

調和したまちとするため、市街地再開発事業等の整備手法により推進する。

＜事業成果＞

武蔵小金井駅北口駅前東地区においては、地元組織を中心として武蔵小金井駅北口のにぎわいの

再生を目指し、まちづくりの検討及び調整を行ってきた。令和３年３月２９日に武蔵小金井駅北口

駅前東地区市街地再開発準備組合が設立され、準備組合として事業計画に係る考え方が整理された

ため、武蔵小金井駅北口駅前東地区第一種市街地再開発事業に係る都市計画決定に向けて、都市計

画手続資料等作成委託により、必要な資料を作成した。

令和５年度都市計画手続資料等作成委託金額については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の

「まちづくり推進課」を参照

課 名 まちづくり推進課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 木造住宅耐震助成に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 昭和５６年５月３１日以前に着工した木造住宅の耐震診断及び耐震改修等に要する費用の一部

を助成する。

２ 耐震相談窓口を設置し、耐震改修等を促進する。

３ 無料簡易耐震診断を実施する。

４ 木造住宅耐震化リーフレットの配布を実施する。

＜事業成果＞

木造住宅の所有者に対し、耐震診断及び耐震改修等に要する費用の一部の助成を行った。また、

耐震相談窓口の設置、無料簡易耐震診断、木造住宅耐震化リーフレットの配布を行い、耐震改修等

を促進した。

令和５年度耐震診断、耐震改修等の一部助成、耐震相談及び簡易耐震診断件数は、「令和５年度事

務報告書」内事務実績の｢まちづくり推進課」を参照
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課 名 まちづくり推進課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 ブロック塀等撤去助成に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

地震発生時に倒壊のおそれのある避難路に面するブロック塀等の撤去に要する費用の一部を助成

する。

＜事業成果＞

ブロック塀等の所有者に対し、地震発生時に倒壊のおそれのある避難路に面するブロック塀等の

撤去に要する費用の一部の助成を行った。

令和５年度ブロック塀等撤去助成件数は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「まちづくり推

進課」を参照

課 名 まちづくり推進課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 市営住宅維持管理に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

昭和６２年に建て替えを行った市営住宅の長寿命化を図るため、小金井市市営住宅長寿命化計画

に基づき、浴室等の改修工事を行う。

＜事業成果＞

老朽化した配管の交換、浴室及び洗面所の床材の交換、浴室及び洗面所の改修等を行った（９戸）。
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課 名 まちづくり推進課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 居住支援に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを養育している者その他の住宅確保要配慮者が、

民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する施策を推進する。

＜事業成果＞

１ 小金井市居住支援協議会

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関し必要な措置について協議した。

⑴ 第１回小金井市居住支援協議会・総会（令和５年６月２９日）

⑵ 第２回小金井市居住支援協議会（令和６年１月１６日）

２ 小金井市居住支援協議会部会

⑴ 第１回小金井市居住支援協議会部会（令和５年１０月２３日）

⑵ 第２回小金井市居住支援協議会部会（令和５年１１月６日）

⑶ 第３回小金井市居住支援協議会部会（令和５年１２月４日）

３ 居住支援相談窓口

令和５年度の居住支援相談窓口の相談件数は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の｢まちづ

くり推進課」を参照

４ 居住支援促進講演会（令和５年９月５日）

⑴ 住宅セーフティネット制度について（国土交通省）

⑵ 安心して住み続けるための福祉施策（厚生労働省）

⑶ 実際に居住支援の現場でやっていること（公益社団法人かながわ住まいまちづくり協会）

－ 70 －



課 名 道路管理課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 道路新設改良に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 橋りょう点検の結果を踏まえ、令和４年度に改定した小金井市橋りょう長寿命化計画に基づき、

いちご橋の補修工事を行う。

２ 市道第１２号線において、災害の防止、安全・円滑な交通の確保、良好な景観の形成等を図る

ため、無電柱化を実施している。当該年度は、路線の一部区間について電線共同溝本体設置工事

を行う。

３ 市道第７８７号線において、歩道の幅員を７０ｃｍ程度拡幅する工事を行う。

＜事業成果＞

１ 橋りょう点検の結果、いちご橋の補修工事を実施したことで、橋りょうの長寿命化及び橋りょ

うの修繕等に係る費用の縮減を図り、安全性を高めた。

２ 市道第１２号線において、電線共同溝本体設置工事の計画延長７３３ｍのうち、東側に電線共

同溝本体を１９７ｍ設置した。

３ ＪＲ東日本より土地の提供を受けた市道第７８７号線の北側の土地（７０ｃｍ程度）について

平成２８年度から進めてきた歩道の拡幅整備が完了した。

課 名 道路管理課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名
都道１３４号線整備に要する経費（道路管

理課関係経費）

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

都道１３４号線（連雀通り）の道路拡幅整備を行い、交通の円滑化、地域住民の交通安全及び防

災機能の向上を図る。

＜事業成果＞

電線共同溝整備マニュアルの改訂に伴い整備費用の縮減を図る低コスト手法の検討を行った。

いちご橋 市道第１２号線 市道第７８７号線
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課 名 交通対策課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 公共交通施策に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）に基づき、コミュニ

ティバス再編後の市内の公共交通の在り方を総合的に示すため、地域公共交通計画を策定する。

２ コミュニティバス再編・運行２０周年を記念し、武蔵小金井駅前においてイベント「こがねい

★バスフェス」を開催し、以下の取組を行う。

⑴ ＣｏＣｏバス、ＣｏＣｏバス・ミニの展示

⑵ ＣｏＣｏバスグッズの配布

⑶ バス事業者のグッズ販売、ノベルティ配布

⑷ ＣｏＣｏバスのバルーンフォトスポット

⑸ バス事業者のゆるキャラ

⑹ バスぷら博士コーナー

＜事業成果＞

１ 地域公共交通活性化協議会を計３回開催し協議を行った。市内の現況整理・各種アンケート調

査・ヒアリング・地域懇談会を行い、課題と基本方針、目標と施策の方向性について検討を進め

た。

２ 市主催、地域公共交通会議共催により、バス事業者５者の協力を得て実施することで、市内公

共交通事業者の連携を推進し、交通ネットワーク構築に向け気運を高めることができたとともに、

小金井市観光まちおこし協会に運営の一部を委託することで、地域一体となったまちづくりの一

助を担った。

多くの来場者があり、グッズの配布・販売とも想定を上回る時間で終了するなど、広く市民に

対しアピールすることができた。また、普段利用しない路線の周知や、バスの乗り方を始め、バ

スにまつわる小話などを通して利用促進を図った。

会場の様子 バス事業者のゆるキャラコーナ

ー
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課 名 区画整理課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 土地区画整理事業に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

東小金井駅北口駅前は、周辺の基盤整備がなされないまま一部宅地化が進んだ状況であり、駅至

近の距離には貨物駅跡地等の大規模低未利用地もあったことから、地区特性を踏まえた適正な対応

を図る必要がある。計画的な都市基盤整備、土地の有効利用等を図り、本市の東部地区の地域中心

核としてふさわしい魅力ある市街地環境を創出するため土地区画整理事業を行う。

＜事業成果＞

１ 仮換地指定に伴い、建物、工作物等の移転を行った。

２ 整地及び道路築造工事を行った。

３ まちづくりニュースを発行することによって、地権者及び市民の事業に関する疑問及び不安を

軽減し、より一層の事業に対する理解を得るように努めた。

土地区画整理事業で整備する東小金井駅北口駅前イメージ図

※ 今後、関係機関との調整等により変更となる場合がある。

－ 74 －



課 名 庶務課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 学校施設整備に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 児童数の増加及び３５人学級への対応のため、小金井第一小学校、緑小学校について増改築等

の設計を委託する。

２ 小金井第一小学校給食室床改修工事ほか１２件の改修工事を行う。

＜事業成果＞

１ 小金井第一小学校、緑小学校において、児童数・学級数の推計等を踏まえ学級数急増への対応

を適切に進めていくため、校舎の増改築に関する設計に着手した。

２ 小金井第一小学校給食室床改修工事 ３，７１８，０００円

小金井第二小学校給水ポンプ改修工事 ３，３７３，０００円

小金井第二小学校トイレ改修工事 １４，６３０，０００円

小金井第三小学校トイレ改修工事 １２，４３０，０００円

小金井第四小学校多目的室等改修工事 ８，６９０，０００円

東小学校給食室空調設備設置工事 １０，７７３，０００円

東小学校給水ポンプ改修工事 ３，９３４，３００円

東小学校中庭改修工事 １４，６３２，０００円

東小学校普通教室カーテンレール設置等工事 ８，６９５，０００円

前原小学校プール循環ろ過設備改修工事 ８，３６０，０００円

前原小学校トイレ改修工事 １４，４１０，０００円

本町小学校防火設備等改修工事 ３，１３５，０００円

緑小学校トイレ改修工事 １９，５８０，０００円

東小学校中庭改修工事
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課 名 庶務課 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 学校施設整備に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

小金井第一中学校トイレ改修工事ほか７件の改修工事を行う。

＜事業成果＞

小金井第一中学校トイレ改修工事 ８，０３０，０００円

小金井第二中学校トイレ改修工事 ９，４４７，９００円

小金井第二中学校防火設備等改修工事 ６，９３０，０００円

東中学校給食室空調設備設置工事 ８，６７７，０００円

東中学校トイレ改修工事 ３０，８００，０００円

緑中学校南校舎鉄骨階段改修工事 ３，３００，０００円

緑中学校プールサイド床等改修工事 ８，７４５，０００円

南中学校給食室空調設備設置工事 ９，０３３，０００円

東中学校給食室空調設備

設置工事
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課 名 学務課 款・項・目 事業番号
･ ･

･ ･

決 算 額
千円

千円
事 業 名

学校運営に要する経費（学務課関係経費）

学校運営に要する経費（学務課関係経費）

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

ＧＨＰエアコン賃貸借

市立小・中学校の増加した教室にＧＨＰエアコンを導入する。

＜事業成果＞

天候の厳酷化が進む昨今、熱中症等の被害から児童・生徒を守るため、市立小・中学校の全ての

普通教室にＧＨＰエアコンを設置した。

課 名 学務課 款・項・目 事業番号
･ ･

･ ･

決 算 額
千円

千円
事 業 名

教育振興に要する経費

教育振興に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

ＧＩＧＡスクール環境整備事業

小・中学校の教育内容の充実を図るため、各学校に配備する教材整備等を行い、教育の質の向上

と学校教育環境の改善を図る。

＜事業成果＞

１ 学級増に伴い増加した教室にアクセスポイントを整備した。

小学校：１０教室

中学校： ２教室

２ 小・中学校の児童・生徒及び指導に当たる教員にタブレット端末を配備し、指導の充実に寄与

した。

小学校：４０８台

中学校：１８７台
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課 名 学務課 款・項・目 事業番号
･ ･

･ ･

決 算 額
千円

千円
事 業 名

学校給食に要する経費

学校給食に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

「安全でおいしく温かい給食」を基本理念として、手作りを基本とした自校方式を実現するため、

安全な食材を使用して衛生管理に留意しつつ、給食業務運営を行う。

＜事業成果＞

１ 給食調理業務の民間委託によって生み出された財源を活用し、次の備品を購入し、定期的な大

型備品の入替えを行い、強化磁器食器等の補充を行った。

強化磁器食器：小金井第一中学校、小金井第二中学校

回転釜：小金井第四小学校

炊飯器：東小学校、南小学校

食器消毒保管庫：小金井第一中学校

スチームコンベクションオーブン：小金井第一中学校

牛乳保冷庫：小金井第一中学校

２ 新型コロナウイルス感染症の影響の長期化による物価高騰の中、保護者負担を増やすことなく、

これまでどおり栄養バランスや量を保てるよう、市立小・中学校が管理する学校給食費に食材費

の補填（小学校１食当たり４１円、中学校１食当たり４９円）を行った。
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課 名 指導室 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 教育相談に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 児童・生徒、保護者及び教員を対象とした学校教育相談の一環として、専門的知識及び経験を

有するスクールカウンセラーを全市立小中学校に配置する。

２ 虐待、いじめ及び不登校の未然防止並びに特別な支援を必要とする児童・生徒を取り巻く環境

の改善を図るため、学校、関係機関等を巡回するスクールソーシャルワーカーを配置する。

３ いじめ、暴力行為、不登校、貧困、ヤングケアラー、児童虐待等の課題を抱える児童・生徒へ

の支援を強化するため、学校と家庭をつなぐ学校と家庭の連携推進支援員を配置する。

＜事業成果＞

１ 児童・生徒、保護者及び教員の相談に応じる体制の充実を図ることができた。

２ 特別な支援を必要とする児童・生徒が置かれた環境への働きかけ及び子ども家庭支援センター

等関係機関とのネットワークの構築及び連携を取ることができた。

３ 個別の課題を抱える児童・生徒に対して、学校と家庭の連携推進支援員がより家庭の近くで支

援することで、重層的なサポートを展開することができた。

課 名 指導室 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 林間学校に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

夏休み期間中、市立小学校６年生を対象として、清里山荘を拠点に２泊３日の林間学校を学校毎

に実施する。各校毎に内容が異なる１日目及び３日目とは異なり、２日目は、全校揃って、同山荘

に隣接する山梨県有林において、生態系・森林構成に係るフィールドワーク調査、間伐、間伐材加

工体験等からなる森林体験事業を行う。

＜事業成果＞

親元を離れた集団での宿泊行事を通じて、２学期には、一段と成長した児童の様子を見ることが

できた。また、手つかずの自然を相手にする森林体験事業を通じて、森林の成り立ち、土壌・生態

系への影響及び間伐材の使途等を知り、理科、社会及び総合各分野への理解を深めることができた

ほか、森林にある生命や自然を慈しみ、育むことの大切さを身をもって体験し、児童の道徳的水準

の向上にも寄与することができた。

森林体験実施場所
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課 名 指導室 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 中学校部活動に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第７８条の２に基づく部活動指導員を配置

し、教員の働き方改革の推進及び部活動における指導の充実を図る。

＜事業成果＞

増員に伴い全市立中学校に２人ずつ配置した部活動指導員による技術的な指導及び助言、生徒引

率並びに顧問のサポートが行われたことにより、部活動の活動内容が充実したとともに、顧問教員

の勤務時間の削減等、働き方改革に寄与することができた。

課 名 指導室 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 語学指導に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

市立小中学校の外国語授業の内容を充実させるため、外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置し、発音、

会話等の教育を効果的に行う。

＜事業成果＞

小学校・中学校の外国語授業の一部に英語を母語とするＡＬＴを配置することで、発音、会話等

の教育を効果的に行うとともに、異文化コミュニケーション能力の向上及び国際理解の推進を図る

ことができた。
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課 名 指導室 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 その他教育指導等に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設バス見学

全市立小学校の４年生を対象に、自分たちの住む町から出る可燃ごみがどのように処理されて

いるか、また、日野市・国分寺市と協力して処理していることを理解してもらう。

２ スクール・サポート・スタッフ

教員の負担軽減を図り、児童・生徒への指導、教材研究等に注力できる体制を整備するため、

授業準備等をサポートする人材を配置する。

３ 副校長の負担軽減

副校長の負担軽減を図り、学校運営・人材育成等に注力できる体制を整備するため、会計年度

任用職員を配置する。

４ ハチドリプロジェクトキャラクターデザイン作成

環境教育としてのハチドリプロジェクトを広く展開するため、児童・生徒からキャラクターデ

ザインを募集し、投票方式によりデザインを決定の上、データ化する。

＜事業成果＞

１ 浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設バス見学

施設の方の説明を受けながら直接施設を見学することで、教室では得られない学習効果を得る

ことができた。また、市が借り上げたバスを利用することで、限られた時間で効率的に見学でき

た。

２ スクール・サポート・スタッフ

全ての市立小中学校に配置し、授業準備などの一部に従事させたことで、教員の働き方改革の

面で、一定の成果が得られた。

３ 副校長の負担軽減

全ての市立小中学校に配置し、副校長を補佐させることで、副校長の働き方改革の面で、一定

の成果が得られた。

４ ハチドリプロジェクトキャラクターデザイン作成

児童・生徒がハチドリプロジェクトについて考え、地球環境を自らの問題として捉える契機と

することができた。

ハチドリプロジェクトキャラクターデザイン
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課 名 指導室 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 指導室関連教育施設に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 教育相談所

幼児から高校生までの子ども及びその保護者の教育に関する悩みや不安などについて、電話、

面接等による教育相談を実施し、支援を行う。

２ もくせい教室

心理的要因等により登校できない児童・生徒に対して、個々の状況に応じた必要な支援を行い、

不登校児童・生徒の社会的自立に資する。

＜事業成果＞

１ 教育相談所

令和５年度相談件数等については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「指導室」を参照

２ もくせい教室

施設が立地する東京学芸大学と連携したことで、学生など教職員以外の方の関わりが増え、豊

かな人間関係の中で生活する時間が増えたほか、同大学が提供する様々なワークショップ、体験

講座等を通して、事業内容も充実させることができた。

令和５年度実績等については、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「指導室」を参照

もくせい教室
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課 名 指導室 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 特別支援教育に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

１ 特別支援教育の充実

特別支援学級（小学校３校及び中学校２校）及び全校の特別支援教室において、個別指導計画

に基づく指導を行う。また、通常学級においても、発達障害等の事情を有する子どもたちを支援

する会計年度任用職員を配置する。

２ 特別支援教育研修会・講習会等の実施

教職員を対象とした特別支援教育に関する研修会及び児童・生徒を対象とした子どもたちの可

能性の幅を広げる講習会などを実施する。

＜事業成果＞

１ 特別支援教育の充実

特別支援学級には１人ずつの特別支援学級介助員を、通常学級には各校１人ずつの特別支援教

育支援員を配置することで、各校の状況に応じた指導体制の充実を図ることができた。また、特

別支援教室については、在籍校教員と巡回指導教員との連携により、特別な配慮を要する児童・

生徒への効果的な支援を実施できた。

２ 特別支援教育研修会・講習会等の実施

教職員においては、特別支援教育を推進する上での最新情報及び子どもへの見立てに係る新た

な視点を得るなどしたほか、児童・生徒においては、今まで馴染みの薄かった分野に対する興味・

関心を呼び起こすきっかけ作りを行うことができた。

課 名 指導室 款・項・目 事業番号 ･ ･

決 算 額 千円 事 業 名 学校運営協議会に要する経費

事 業 内 容 及 び 成 果

＜事業内容＞

地域とともにある学校づくりを目指して、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１

年法律第１６２号）に基づく学校運営協議会を設置し、学校、地域及び保護者が主体的に児童・生

徒の育成に取り組む。

＜事業成果＞

新たに小金井第二小学校、本町小学校、小金井第二中学校、東中学校及び緑中学校に学校運営協

議会を設置したことで、全ての市立学校にコミュニティ・スクール制度を導入することができた。

各校ごとに学校運営協議会を開催し、学校経営方針、学校評価、学校関係者評価、地域学校協働

活動等について協議し、地域とともにある学校づくりを推進することができた。
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課 名 生涯学習課 款･項･目-事業番号 10･4･1-9 

決 算 額 29,400 千円 事 業 名 放課後子どもプラン事業に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

平成１９年度から文部科学省及び東京都の補助事業として実施。放課後子どもプラン事業は、「放

課後子ども教室推進事業（放課後子ども教室）」及び「放課後児童健全育成事業（学童保育）」の２

事業を一体的又は連携して実施する事業である。「放課後子ども教室」は放課後、週末等に小学校の

校庭・教室などの施設を活用し、地域の方及び保護者の参画を得て、子どもたちが学習・スポーツ・

文化活動等を通して地域社会と交流し、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進し、安全・安

心な子どもの居場所づくりを実施する。学童保育所と連携しながら事業を進める。 

 

＜事業成果＞ 

放課後子ども教室の運営・実施を行うことで子どもたちの心豊かで健やかに育まれる環境づくり

を行った。参加人数は１２２，６７０人であり、有償スタッフは８，７６３人、無償ボランティア

スタッフは１１６人となった。実施回数は１，５６６回となり、週５回の開催校が８校まで増えた。 

 

 令和５年度活動状況の詳細は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照 

課 名 生涯学習課 款･項･目-事業番号 10･4･1-10 

決 算 額 7,785 千円 事 業 名 地域学校協働活動推進事業に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

令和２年度からコミュニティ・スクールの実施に合わせて、地域学校協働活動推進事業を開始。

地域学校協働活動は、幅広い地域住民、企業・団体等の参画により、地域全体で未来を担う子ども

たちの成長を支え、地域を創生するための活動で、授業等の支援、課外活動の支援、放課後の活動

等を行う。令和５年度は、市内全小中学校で地域学校協働本部を立ち上げ活動を実施する。 

 

＜事業成果＞ 

地域学校協働本部事業として、授業補助、行事補助、校内の環境整備、登下校の見守り、地域防

犯活動など、各学校のニーズに沿った特色のある活動を行った。また、児童生徒の学習習慣の確立

及び基礎学力の定着を目的とした「地域未来塾」を小中学校９校で開催した。 

 

 令和５年度活動状況の詳細は、「令和５年度事務報告書」内事務実績の「生涯学習課」を参照 

課 名 生涯学習課 款･項･目-事業番号 10･5･1-7 

決 算 額 1,073 千円 事 業 名 その他社会体育事務等に要する経費 

事 業 内 容 及 び 成 果 

＜事業内容＞ 

 東京都主催の多摩自転車ロードレースの開催に当たり、コース沿道自治体として大会運営に連携

して取り組む。 

 

＜事業成果＞ 

市内の一部道路がコースとなり、７５人の市民ボランティアが大会運営に参加し地域のスポーツ

振興及び魅力向上に資することができた。 
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国民健康保険特別会計
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令和５年度小金井市国民健康保険特別会計決算概要

国民健康保険制度は、被用者保険制度とともに国民皆保険制度を支える医療保険制

度の基盤として、地域住民への医療の提供と健康の保持増進に寄与する重要な役割を

果たしていますが、他の医療保険に比べて年齢構成や医療費水準が高く、所得水準が

低いという構造的な課題を抱えております。また、高齢化の進展及び医療技術の高度

化等により医療費が増大し、厳しい財政状況が続いております。

本市の国民健康保険においては、社会保険適用拡大や団塊の世代の後期高齢者への

移行等に伴い、被保険者数は減少し、前期高齢者の割合も減少し、一方で保険給付費

は微増したため、被保険者一人当たりの保険給付費も若干増加していますが、長期的

に被保険者数は更に減少し、国民健康保険税の調定額も減少する一方で、国民健康保

険事業費納付金が増加傾向にあることから、依然として厳しい財政運営が続いており、

財政の健全化は喫緊の課題となっています。

そのため、保健事業の拡充及び医療費の適正化を推進するとともに国民健康保険税

の賦課限度額の見直しを行い、徴収に力を入れるなど国保財政の健全化に努める一方

で、市政状況を鑑み税率改定を回避するため、国民健康保険事業運営基金を取り崩し

た結果、令和４年度に引き続き実質収支が黒字となりました。

本市の状況ですが、年間平均被保険者数は２万１，０４９人で、これを前年度と比

較すると７０９人の減となりました。

予算規模は、当初予算１０９億７，００６万２千円に３回の補正予算１億６，７８

７万２千円を加え、予算総額は１１１億３，７９３万４千円となりました。これに対

する決算額は、歳入総額が１０８億７，３９２万４千円で前年度対比０．９％の増、

歳出総額が１０８億３２３万６千円で前年度対比２．２％の増となりました。この結

果、歳入歳出差引となる形式収支は、７，０６８万８千円で、翌年度への繰越財源が

ないため、実質収支も同額となりました。

歳入の主な内容は、次のとおりです。

① 国民健康保険税は、収入額が２３億８，１６３万９千円で前年度対比３．８％の

減になりました。主な要因は、被保険者数の減によるものです。

収入率（純収入額ベース）は、現年課税分が９７．２％で前年度を０．３ポイン

ト下回りました。また、滞納繰越分は３９．１％で前年度を２．６ポイント下回り、

全体では９４．３％で前年度対比０．４ポイントの減となりました。

国民健康保険税の徴収業務は、納税課において、市税と統合して徴収業務を実施

することにより、体制の強化を図り、滞納解消に努めました。
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② 国庫支出金は、２４万６千円で３７３．１％の増となりました。主に、令和５年

度から、出産育児一時金が５０万円に上がったことに伴う国からの臨時補助金の交

付によるものです。

③ 都支出金は、６８億３，８２７万５千円で前年度対比１．５％減となりました。

主に、特別調整交付金の減によるものです。

④ 繰入金は、１４億２，３０５万１千円で前年度対比２５．２％増となりました。

保険基盤安定繰入金が前年度対比０．２％の減、未就学児均等割保険料繰入金が

前年度対比６．６％の減、職員給与費等繰入金が４．８％の増、出産育児一時金繰

入金が１５．９％の減、その他一般会計繰入金が３９．５％の増となったことによ

るものです。

⑤ 繰越金は、２億４４３万９千円で前年度対比１１．５％の増となりました。

⑥ 諸収入は、２，６２３万６千円で前年度対比２６．７％の減となりました。

次に歳出の主な内容は、次のとおりです。

① 総務費は、１億８，５９３万２千円で前年度対比４．５％の増となりました。主

な要因は、保険証の一斉更新（隔年）の経費が増となったことによるものです。

② 保険給付費は、６５億１，７１２万８千円で前年度対比０．１％の増となりまし

た。主な内訳では、療養諸費が５６億９，５４５万６千円で前年度対比０．２％の

増、高額療養費が７億８，３０２万５千円で前年度対比０．８％の増、出産育児諸

費が２，２９０万８千円で前年度対比２０．０％の減となりました。主に団塊の世

代が後期高齢者医療制度に移行することにより、被保険者数は減少傾向にあります

が、保険給付費は微増しています。

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、傷病手当金として１７

万３千円を給付しました。

③ 国民健康保険事業費納付金は、東京都が市区町村に支払う保険給付にかかる費用

の財源となり、東京都が確定した額を納付するもので、３７億７，５８１万２千円

で前年度対比４．９％の増となりました。

④ 保健事業費は、１億３，０３１万７千円で前年度対比３．９％の増なりました。

データヘルス及び特定健康診査等実施計画の改訂に伴う委託料の増によるものです。

⑤ 基金積立金は、２，０４４万６千円で、前年度対比１１．５％の増となりました。

⑥ 諸支出金は、１億７，３６０万円で前年度対比２５．２％の増となりました。主

な要因は、普通交付金等の返還金の増によるものです。

今後は、東京都の策定した東京都国民健康保険運営方針、小金井市国民健康保険財

政健全化計画及び令和６年度から新たな計画期間が始まったデータヘルス計画等に沿

いながら、国や都の動向等を注視し、財政運営の改善に努め、国民皆保険制度の根幹

をなす国民健康保険制度の維持を図ってまいります。
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令和５年度国民健康保険特別会計決算款別構成

国民健康保険税

億 万 円

（ ）

使用料及び手数料

万 円

（ ）

都支出金

億 万 円

（ ）

財産収入

円

（ ）

繰入金

億 万 円

（ ）

繰越金

億 万 円

（ ）

諸収入

万 円

（ ）

国庫支出金

円

（ ）

総務費

億 万 円

（ ）

保険給付費

億 万 円

（ ）

国民健康保険事業費納付金

億 万 円

（ ）

保健事業費

億 万 円

（ ）

基金積立金

万 円

（ ）

公債費

億 万 円

（ ）

諸支出金

億 万 円

（ ）

予備費

億 万 円

（ ）

繰上充用金

万 円

（ ）

歳 出
億 万 円

歳 入
億 万 円
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国民健康保険特別会計予算執行状況
歳入

区分

款別
予算現額

（円）

調定額

（円）

収 入 済 額
不納欠損額

（円）金額（円） Ａ
収入率（％）

対予算現額 対調定額

１国 民 健 康 保 険 税

２使用料及び手数料

３国 庫 支 出 金

４都 支 出 金

５財 産 収 入

６繰 入 金

７繰 越 金

８諸 収 入

歳入合計

歳出

区分

款別

予算現額

（円）

支出済額
不用額（円）

金額（円） Ｂ 執行率（％）

１総 務 費

２保 険 給 付 費

３国民健康保健事業費納付金

４保 健 事 業 費

５基 金 積 立 金

６公 債 費

７諸 支 出 金

８予 備 費

歳出合計
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年間平均被保険者数 人

収入未済額

（円）

予算現額に比し増減

（円）

Ａの構成比（％） 被保険者 人当たり額（円）
Ａの前年度比較

（％）本年度 前年度 本年度 前年度 比 較

△ △ △

△ △

△

△

△ △ △

△

Ｂの構成比（％） 被保険者 人当たり額（円） Ｂの前年度比較

（％）本年度 前年度 本年度 前年度 比較

―

―
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国民健康保険事業の主な概要は次のとおりです。

１ 被保険者

⑴ 世帯数・被保険者数

（単位：人）

種 別

区 別
前年度末現在 本年度中増減 本年度末現在 年間平均

世 帯 数 世帯 △

被
保
険
者
数

総 数 △

一般被保険者 △

退職被保険者等

⑵ 世帯・被保険者加入割合

世 帯 数 人 口

総世帯数 国保世帯数 加入割合 総人口 被保険者数 加入割合

世帯 世帯 人 人

（注）総世帯・総人口は、 月 日現在（外国人を含む。） 国保世帯数・被保険者数は、年間平均

２ 保険給付

被保険者の疾病・負傷及び出産・死亡等について療養の給付・療養費・高額療養費・出産育児一時金・葬

祭費・移送費の給付を行いました。

⑴ 療養の給付

被保険者が保険医療機関等で受けた療養の給付の費用に対し、義務教育就学前の被保険者については８

０％、７０歳以上の被保険者については７０％又は８０％、その他の被保険者については７０％の給付を

行いました。

（一般被保険者分）

事 項

種 別
件 数 日 数 費 用 額

医科
入院 件 日 円

入院外 件 日 円

歯科 件 日 円

薬剤 件 （ ） 円

食事療養費 （ ） （ ） 円

訪問看護 件 日 円

計 件 日 円

（注）「計」には（ ）を含まない。
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（退職被保険者等分

事 項

種 別
件 数 日 数 費 用 額

医科
入院 件 日 円

入院外 件 日 円

歯科 件 日 円

薬剤 件 （ ） 円

食事療養費 （ ） （ ） 円

訪問看護 件 日 円

計 件 日 円

（注）「計」には（ ）を含まない。

（診療費諸率：医科・歯科分）

事 項

年 度

一人当た

りの件数
１件当たり日数 １件当たり費用額 １日当たり費用額 １人当たり費用額

一
般
被
保
険
者

令和４年度 件 日 円 円 円

令和５年度 件 日 円 円 円

増加率（％ △

退
職
被
保
険
者
等

令和４年度 △ 件 日 円 円 △ 円

令和５年度 件 日 円 円 円

増加率（％ △ △ △ △ △

⑵ 療養費

療養費は療養の給付を行うことが困難であると認めるとき、緊急その他やむを得ない理由により保険医

療機関外で受診したとき、又は緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提出しないで保険医療機

関等で受診したときに療養の給付に代えて支給しました。

（一般被保険者分）

事 項

種 別
件 数 費 用 額

医科・歯科・薬剤 件 円

補装具 件 円

接骨 件 円

針・灸 件 円

その他 件 円

計 件 円
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（退職被保険者等分）

事 項

種 別
件 数 費 用 額

医科・歯科・薬剤 件 円

補装具 件 円

接骨 件 円

針・灸 件 円

その他 件 円

計 件 円

⑶ 高額療養費

被保険者が保険医療機関で療養を受けたとき、１か月の診療費が自己負担限度額を超えた額について高

額療養費として支給しました。

種 別

区 分

合算分 単独分 計

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

一般被保険者 件 円 件 円 件 円

退職被保険者等 件 円 件 円 件 円

⑷ その他の給付

被保険者の出産・死亡・移送等に関して、次の支給を行いました。

区 分

種 別
単 価 件 数 支 給 額

移送費 － 件 円

出産育児一時金
円

又は 円
件 円

葬祭費 円 件 円

結核・精神医療給付金 － 件 円

傷病手当金 － 件 円

合 計 円

（注）件数について、直接支払制度を利用の場合は、直接支払分の支出で１件とし、差額分のみ支給済みの場合は含まない。
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３ 国民健康保険事業費納付金

国民健康保険事業に要する費用に充てるため国民健康保険事業費納付金を支払いました。

４ 保健事業

被保険者の健康の保持増進のため生活習慣病予防に重点をおいた特定健康診査等を実施し、総合健康診査

（人間ドック）等の利用者に対して利用料金の一部を補助しました。

⑴ 特定健康診査・特定保健指導

特定健康診査 特定保健指導

受診者数 委託料 動機付け支援利用者数 積極的支援利用者数 委託料

人 円 人 人 円

⑵ 人間ドック等補助

区 分

種 別
件 数 補 助 単 価 補 助 金 額

人間ドック 件 円 円

脳ドック 件 円 円

簡易脳ドック 件 円 円

計 件 － 円

一般被保険者 退職被保険者等 納付金合計

医療給付費分 円 円

円後期高齢者支援金等分 円 円

円介護納付金分 円
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⑵ 国庫支出金

国庫補助金として以下のとおり交付されました。

区 分 決算上の交付済額 実績報告額等 翌年度精算見込額

補
助
金

災害臨時特例補助金 円 円 △ 円

東日本大震災対応分 円 円 △ 円

健康保険組合等出産育児一時金臨時補

助金
円 円 △ 円

社会保障・税番号制度システム整備費

補助金
円 円 円

計 円 円 △ 円

⑶ 都支出金

療養給付費・療養費・高額療養費・移送費・結核精神医療給付費等に対して都から保険給付費等交付金

（普通交付金）が、医療費適正化及び収入率向上の実績評価に応じて保険者努力支援交付金が、その他と

して都費補助金、特別調整交付金（市町村分）、都繰入金（２号分）、特定健康診査等負担金が交付されま

した。

区 分 決算上の交付済額 実績報告額等 翌年度精算見込額

補

助

金

都費補助金 円 円 ―

保
険
給
付
費
等
交
付
金

普通交付金 円 円 ―

特
別
交
付
金

国民健康保険保険者努

力支援交付金
円 円 円

特別調整交付金（市町

村分）
円 円 ―

都繰入金（２号分） 円 円 円

特定健康診査等負担金 円 円 △ 円

計 円 円 円
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⑷ 診療（調剤）報酬明細書点検確認による過誤等の調整額

請求のありました診療（調剤）報酬明細書について、資格や請求内容等を確認して以下のとおり医療費

の適正化に努めました。

① 過誤申出・再審査請求による回収額 （単位：円）

内 訳 件数 枚数 金 額

請求総数

過誤申出による調整額

再審査請求による調整額

計

② 返納金 （単位：件、円）

区 分

種 別
件 数 返 納 金 額

一
般
被
保
険
者

不当利得返還金
現年度分

過年度分

第三者行為に係る賠償金

計

退
職
被
保
険
者
等

不当利得返還金
現年度分

過年度分

第三者行為に係る賠償金

計

合 計

⑸ 国民健康保険事業運営基金決算状況

（単位：円）

令 和 ４ 年 度 末

現 在 高

令 和 ５ 年 度 増 減 令 和 ５ 年 度 末

現 在 高増 減

（ 内 訳 ）
元 本

利 子

－ 99 －



－ 100 －



介 護 保 険 特 別 会 計
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令和５年度小金井市介護保険特別会計決算概要 

 

介護保険制度は、要介護状態の軽減・予防の重視、医療との十分な連携を図りなが

ら、利用者の選択による利用者のためのサービスを提供し、高齢者の自立支援のため

の重要な役割を果たしています。 

はじめに、令和５年度における第１号被保険者数は２７，２９１人で、前年度対比

０．９％、２５４人の増となりました。被保険者数のうち７５歳以上の後期高齢者は、

１５，２４８人で全体の５５．９％を占めています。 

次に、要介護（要支援）認定者数は、５，７４６人で、前年度対比２．２％、１２

１人の増となりました。認定者数のうち７５歳以上の後期高齢者は、５，１３２人で

全体の８９．３％を占めています。 

また、介護保険給付費は、８１億５，４４３万１千円で前年度対比２．３％、１億

８，２５４万３千円の増となりました。 

令和５年度小金井市介護保険特別会計の財政規模は、当初予算９２億６，３５７万

７千円に、２回の補正予算で１億８，７０４万８千円を減額し、最終予算額は９０億

７，６５２万９千円となりました。 

これに対する決算額は、歳入総額では９１億１，７９８万７千円で前年度対比２．

７％の増となり、歳出総額では８９億７，６２２万１千円で前年度対比２．２％の増

となりました。歳入歳出差引額は１億４，１７６万６千円となり、令和６年度への繰

越金となっています。 

 
歳入の主な内容は、次のとおりです。 

① 第１号被保険者の介護保険料は、決算額が１８億７，３５７万９千円で、前年度

対比１．０％、１，８２９万８千円の増となりました。収納率は、現年賦課分では、

年金からの特別徴収は１００％、普通徴収は過年度分も含め９４．７％で前年度対

比０．９ポイントの増、滞納繰越分は１５．２％で前年度対比３．０ポイントの増、

全体では前年度と同じ９８．１％となりました。徴収方法の内訳は、現年賦課分の

調定額でみると、特別徴収は、件数ベースで８３．０％、金額ベースで８６．８％、

それ以外は個別納付の普通徴収となりました。収納率向上対策として、滞納がある

場合にはサービス利用時に給付制限があることから、個別に滞納者へ制度の趣旨を

説明して納入のお願いをし、金融機関及び郵便局の口座振替制度の利用勧奨を行い、

納入者の利便性を図りました。 
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② 国庫支出金は２０億３，０３５万８千円となり、前年度対比２．２％の増となり

ました。このうち、保険給付費を負担する介護給付費国庫負担金は翌年度の返還金

８，２３３万４千円を含む１５億３，０６３万円となりました。調整交付金は保険

給付費及び地域支援事業費の４．１５％相当の普通調整交付金と新型コロナウイル

ス感染症の影響による保険料の減免措置に対する交付金を合わせて３億４，９２８

万６千円となりました。地域支援事業交付金は翌年度の返還金８４万５千円を含む

１億２，２９４万５千円となりました。市町村による高齢者の自立支援・重度化防

止等に関する取組を支援することを目的とする保険者機能強化推進交付金は１，２

２３万９千円となり、介護予防・健康づくり等に資する取組の重点化を目的とする

介護保険保険者努力支援交付金は１，５２５万８千円となりました。 

③ 支払基金交付金は、第２号被保険者の保険料相当として交付され、２２億９，９

４６万８千円で前年度対比３．０％の増となりました。介護給付費交付金は翌年度

の返還金２，０９６万６千円を含む２２億２，２６６万２千円となりました。地域

支援事業支援交付金は７，６８０万６千円となり、翌年度に１８万８千円の追加交

付を見込んでいます。 

④ 都支出金は、１２億９，８１０万１千円となり、前年度対比３．４％の増となり

ました。このうち、保険給付費を負担する介護給付費都負担金は翌年度の返還金２，

７６２万４千円を含む１２億２，９５１万７千円となりました。地域支援事業交付

金は翌年度の返還金４０万５千円を含む６，８５８万４千円となりました。 

⑤ 一般会計繰入金は、１４億６，１０８万円で、前年度対比２．２％の増となりま

した。このうち、保険給付費の１２．５％を負担する介護給付費繰入金は１０億１，

９３０万３千円で前年度対比２．３％の増、地域支援事業繰入金は６，８１７万９

千円で、前年度対比５．７％の増となりました。 

低所得者の保険料の一部を公費で負担する低所得者保険料軽減繰入金は過年度分

の追加繰入金１９９万５千円を含む９，５５０万３千円で、前年度対比２．６％の

増となりました。 

人件費、事務費等を負担するその他一般会計繰入金は２億７，８０９万５千円と

なり、前年度対比０．９％の増となりました。 

⑥ 基金繰入金は、６，５１４万１千円となりました。これは、保険給付費、地域支

援事業費及び保険料の決算収支で不足分が生じたため、介護給付費準備基金の取崩

しを行いました。 
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次に、歳出の主な内容は次のとおりです。 

① 総務費は、２億７，８２２万９千円で、前年度対比０．９％、２５３万６千円の

増となりました。主な内容は、職員の人件費のほか、保険運営のための事務費、要

介護認定のための事務費等となっています。介護認定審査会費が１２０万１千円減

となるも、給与改定等に伴い職員人件費が３１５万９千円の増等により、全体とし

ては増となっています。 

② 保険給付費は、８１億５，４４３万１千円で、前年度対比２．３％の増となりま

した。増加の要因としては、要介護認定者の増加に伴うサービス利用の増加、令和

４年１０月に創設された「介護職員等ベースアップ等支援加算」の影響のほか、令

和５年度に開設した特別養護老人ホーム１施設、ショートステイ１施設、有料老人

ホーム１施設及び認知症グループホーム１施設による影響が挙げられます。 

また、給付費の内訳としては、訪問系サービスの利用実績が引き続き増加傾向と

なり、訪問介護は前年度対比４．５％、３，２５２万４千円の増、訪問看護は前年

度対比１２．４％、５，０６８万円の増となりました。 

このほか、令和５年度末に制度上廃止となる介護療養型医療施設サービスは前年

度対比５８．４％、４，１１１万２千円の減となっており、前年度に引き続き他の

サービスへの転換が進んだものとなっています。 

③ 財政安定化基金への支出はありません。財政安定化基金とは保険収支が赤字の場

合に備え、都に設置されている基金で、その財源は国・都・市区町村で３分の１ず

つ拠出することとなっています。第８期の拠出率は０％となっています。 

④ 地域支援事業費は４億５，４３２万４千円で、前年度対比４．１％、１，７８２

万４千円の増となりました。地域支援事業とは、介護が必要となるおそれがある虚

弱な高齢者に対しての介護予防事業及び一般の高齢者にも健康づくり、生活支援の

サービスなどを提供するものです。その中核として、地域包括支援センターを設置

し、保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー等が中心となって、介護予防に関す

るマネジメントを始めとする高齢者への総合的な支援を行っています。

⑤ 基金積立金は、２８３万３千円となりました。本積立金は、介護給付費準備基金

積立金からなっています。介護給付費準備基金積立金は、保険給付費及び保険料の

決算収支で、保険料に余剰が生じた場合に介護給付費準備基金に積み立てることと

なっているものです。内容は、前年度において翌年度繰越しとなった積立金の２８

２万９千円、基金の利子の４千円となっています。介護給付費準備基金の令和５年

度末現在高は、３億１，３３１万６千円となりました。 
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⑥ 諸支出金は、８，６４０万４千円で、保険料の還付金、概算交付された前年度介

護給付費国庫負担金等の返還金等となっています。 

 
令和５年度は、第８期事業計画の３年目となります。 

第８期事業計画の特徴は、令和３年４月から介護報酬がプラス改定され、また、

介護保険サービス利用者の増加に伴う保険給付費の増加により、保険料の一定の上

昇が必要となりました。また、介護給付費の増加に伴い、保険料負担も増大してい

く中で、介護保険料については、国の標準段階の変更に合わせて見直しを行い、被

保険者の負担能力に応じたきめ細かい保険料段階を設定いたしました。その結果、

給付費及び地域支援事業費を基に算出された第８期事業計画の保険料基準月額は５，

９１９円となりましたが、介護給付費準備基金を取り崩すことによって、本市にお

ける保険料基準月額を５，６００円としています。 

介護保険制度の運営に当たっては、介護給付適正化プログラム等、制度及び給付

の改善に努め、効果的、公平公正な運営を実施しておりますが、介護保険が持続性

をもって維持されるためには、被保険者・利用者の適正な負担及び介護費用のなお

一層の適正化が求められています。また、できるだけ要介護状態にならないための

予防重視の取組をより一層充実させていかなければなりません。今後とも、必要と

なる多種多様なサービスを整備していく一方、健全な保険財政を維持し、被保険者

の行政需要に応えられるよう努力してまいります。 
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令和５年度決算歳入歳出構成表

歳入

使用料及び手数料

円

保 険 料
億７ 万 円

国庫支出金

億 万 円

支払基金交付金

億 万 円

財産収入
万 円

寄 附 金

円

繰 入 金

億 万 円

諸収入

万 円

地域支援事業費

億 万 円
（ ）

億 万 円

歳出

総 務 費
億 万 円

保険給付費
億 万 円

都支出金
億 万 円

基金積立金

万 円

公 債 費

円

億 万 円

繰 越 金

万 円

諸支出金

万 円

財政安定化基金拠出金

円

予 備 費

円
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介護保険特別会計　予算執行状況

歳　入

区　分　 収　　入　　済　　額

款　別 金 額 収入率
（対予算現額）

収入率
（対調定額）

円 円 円 ％ ％

保 険 料

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

支払基金交付金

都 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳　　入　　合　　計

予 算 現 額 調 定 額

－ 108 －



27,291人

構　成　比 第１号被保険者１人当たりの額 構成比（本年度）

本年度 前年度 本年度 前年度 比　較

円 円 円 ％ ％ 円 円 円

△ 1,000

△ 2,000

△ 1,000

△ 46,500,731

△ 431

△ 15

令和6年3月31日 第１号被保険者数

予 算 現 額 に
比 し 増 減

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
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歳　出

区　分　 支　　出　　済　　額

款（項）別 金 額 執行率

円 円 ％

総 務 管 理 費

徴 収 費

介 護 認 定 審 査 会 費

趣 旨 普 及 費

計 画 策 定 委 員 会 費

介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費

介護予防サービス等諸費

そ の 他 諸 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

介護予防・生活支援サービス事業費

一 般 介 護 予 防 事 業 費

包括的支援事業・任意事業費

そ の 他 諸 費

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

予 算 現 額

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金

予 備 費

歳 出 合 計

公 債 費

諸 支 出 金

総 務 費

保 険 給 付 費
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令和6年3月31日 第１号被保険者数 27,291人

構　成　比 第１号被保険者１人当たりの額 構成比（本年度）

本年度 前年度 本年度 前年度 比　較

円 円 ％ ％ 円 円 円

△ 1

△ 68

△ 15

△ 164

△ 534

△ 17

△ 409

不 用 額翌 年 度 繰 越 額
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財　　源　　内　　訳

区　分　 特　　　　　　　　　　定 財　　　　　　　　　　源

決 算 額 都　支　出　金

款　別 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 円 ％ 円 ％ 円 ％

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

※この表では、介護給付費等繰入金を特定財源とし、その他一般会計繰入金を一般財源としている。

保険給付費等に関係する各負担金等の過年度・翌年度への状況

金 額 都　支　出　金

※この表は、財源内訳中の各金額合計と歳入金額との相違の内容を表す。

　（歳入金額＝歳出合計＋過年度追加交付金－翌年度追加交付金－翌年度基金繰入金＋翌年度返還金等＋

翌年度返還金等

翌年度追加交付金

過年度追加交付金

翌年度基金繰入金

歳 出 合 計

歳 入 金 額

翌年度基金積立金

項 目 国 庫 支 出 金

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金
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財　　　　　　　　　　源

保　　険　　料 そ　　の　　他

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

　

また、繰越金は特定財源の「その他」としている。

保　　険　　料 そ　　の　　他 一　般　財　源

△ 1,994,700

△ 282,400

翌年度基金積立金）

一 般 財 源
介 護 給 付 費 等
一般会計繰入金（市）

介 護 給 付 費 等
一般会計繰入金（市）
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性　　質　　別　　分　　類

区　分　 人　　件　　費 物　　件　　費 補　助　費　等

款　別 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

地域支援事業費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

前　　年　　度

比　較（伸率） △ 18,391,558 △ 7.3

※その他は、維持補修費、扶助費、投資及び出資金貸付金、繰出金、投資的経費である。

歳　出　合　計

公　　債　　費
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積　　立　　金 そ　　の　　他 合 計 前 年 度 比　　　較

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 金 額 伸率

円 ％ 円 ％ 円 円 円 ％

△ 437,355 △ 13.4

△ 10,252,253 △ 10.6

△ 437,355 △ 13.4 △ 1,071,001 △ 40.3
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１　第１号被保険者

６ ５ ～ ７ ４ 歳

７ ５ 歳 以 上

合 計

２　要介護（要支援）認定者

（１）　年齢別　要介護（要支援）認定者数

６ ５ ～ ７ ４ 歳

７ ５ 歳 以 上

小 計

４ ０ ～ ６ ４ 歳

合 計

（２）　要介護度別　要介護（要支援）認定者数

要 支 援 １

要 支 援 ２

要 介 護 １

要 介 護 ２

要 介 護 ３

要 介 護 ４

要 介 護 ５

合 計

6･3･31現在

人 人 人 人 人

区 分
令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

2･3･31現在 3･3･31現在 4･3･31現在 5･3･31現在

人 人 人 人 人

令和５年度末

5･3･31現在 6･3･31現在2･3･31現在 3･3･31現在
区 分

令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末

4･3･31現在

人 人 人 人 人

2･3･31現在 3･3･31現在 4･3･31現在
区 分

令和４年度末 令和５年度末

5･3･31現在

令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末

6･3･31現在
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３　保険料

（１）　所得階層別第１号被保険者数
令和２年度末

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

第 １ 段 階 第 １ 段 階

第 ２ 段 階 第 ２ 段 階

第 ３ 段 階 第 ３ 段 階

第 ４ 段 階 第 ４ 段 階

第 ５ 段 階 第 ５ 段 階

第 ６ 段 階 第 ６ 段 階

第 ７ 段 階 第 ７ 段 階

第 ８ 段 階 第 ８ 段 階

第 ９ 段 階 第 ９ 段 階

第 １ ０ 段 階 第 １ ０ 段 階

第 １ １ 段 階 第 １ １ 段 階

第 １ ２ 段 階 第 １ ２ 段 階

第 １ ３ 段 階 第 １ ３ 段 階

第 １ ４ 段 階 第 １ ４ 段 階

第 １ ５ 段 階 第 １ ５ 段 階

合 計 合 計

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が８０
万円超１２０万円以下

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が１２
０万円超

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
課税年金収入額と合計所得金額
が８０万円以下

備 考

生活保護受給者、老齢福祉年金
受給者又は課税年金収入額と合
計所得金額が８０万円以下で市
民税非課税世帯

区 分
令和４年度末

備 考 区 分
令和３年度末

市民税本人課税者で合計所得金
額１，５００万円以上
２，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額２１０万円以上
３２０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３２０万円以上
３５０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３５０万円以上
５００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額５００万円以上
７５０万円未満

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
第４段階以外

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円以上
２１０万円未満

令和５年度末

生活保護受給者、老齢福祉年金
受給者又は課税年金収入額と合
計所得金額が８０万円以下で市
民税非課税世帯

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が８０
万円超１２０万円以下

世帯全員市民税非課税で、課税
年金収入額と合計所得金額が１２
０万円超

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
課税年金収入額と合計所得金額
が８０万円以下

世帯の誰かに市民税が課税され
ているが、本人は非課税の方で、
第４段階以外

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１２０万円以上
２００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額２００万円以上
３００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３００万円以上
３５０万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額３５０万円以上
５００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額５００万円以上
７５０万円未満	

市民税本人課税者で合計所得金
額７５０万円以上
１，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，０００万円以上
１，５００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，５００万円以上
２，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額２，０００万円以上

市民税本人課税者で合計所得金
額２，０００万円以上

市民税本人課税者で合計所得金
額７５０万円以上
１，０００万円未満

市民税本人課税者で合計所得金
額１，０００万円以上
１，５００万円未満

－ 117 －



（２）　保険料収納状況
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 還付未済額 純 収 入 額 不納欠損額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ Ｆ
円 円 円 円 円 円

現年賦課分

特別徴収

普通徴収

現年度分

過年度分

合　　　計

（３）　所得階層別　保険料収納状況

現　年　度　分 過　年　度　分 小　　　　　計
純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率

円 ％ 円 ％ 円 ％

第１ ４段階

第１ ５段階

計

第１１段階

第１２段階

第１ ３段階

第 ８ 段 階

第 ９ 段 階

第１０段階

第 ５ 段 階

第 ６ 段 階

第 ７ 段 階合
　
　
　
計

第 １ 段 階

第 ２ 段 階

第 ３ 段 階

第 ４ 段 階

第１４段階

第１５段階

計

第１１段階

第１２段階

第１ ３段階

第 ８ 段 階

第 ９ 段 階

第１０段階

第 ５ 段 階

第 ６ 段 階

第 ７ 段 階普
通
徴
収

第 １ 段 階

第 ２ 段 階

第 ３ 段 階

第 ４ 段 階

第１４段階

第１５段階

計

第１１段階

第１２段階

第１ ３段階

第 ８ 段 階

第 ９ 段 階

第１０段階

第 ５ 段 階

第 ６ 段 階

第 ７ 段 階特
別
徴
収

第 １ 段 階

第 ２ 段 階

第 ３ 段 階

第 ４ 段 階

区 分
現 年 賦 課 分

区 分

滞納繰越分
普通徴収
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収 入 未 済 額 執 行 率 収 納 率 前　　年　　度
Ｇ＝Ｂ－Ｅ－Ｆ Ｈ＝Ｅ／Ａ Ｉ＝Ｅ／Ｂ 純 収 入 額 収 納 率

円 ％ ％ 円 ％ 円

△ 2,441,200

△ 121,400

純 収 入 額 収 納 率 純 収 入 額 収 納 率
円 ％ 円 ％

滞 納 繰 越 分 合 計

前 年 度 増 減 額
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４　介護給付費負担金等
（１）　負担金等算定対象基本額

支 払 額 戻 入 額 歳 出 決 算 額 収 入 額 負担金等算定基本額

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

円 円 円 円 円

介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 等 諸 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 等 費

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 等 費

審 査 支 払 手 数 料

合 計

財政安定化基金拠出金

（２）　負担金等収入状況
５　　　　　　年　　　　　　度

負 担 金 等 負 担 割 合 負　担　す　べ　き　額

算 定 基 本 額 保 険 給 付 費 財政安定化基金拠出金

Ｅ Ｇ Ｈ＝Ｅ×Ｇ Ｆ Ｉ

円 ％ 円 円 円

国 庫 負 担 金 施設15.00％、施設外20.00％

調 整 交 付 金 （施設分） ( 4.15 ％相当)

支 払 基 金 交 付 金 27.00 ％　　 

都 負 担 金 （施設外分） 施設17.50％、施設外12.50％

財 政 安 定 化 基 金 交 付 金 －

一 般 会 計 繰 入 金 市 12.50 ％　　 

保 険 料

延 滞 金 等

合 計 100.00 ％　　 

５　調整交付金

調 整 基 準
標 準 給 付 費

後期高齢者加入
割 合 補 正 係 数

所 得 段 階 別 加 入
割 合 補 正 係 数

調 整 率

① ② ③ ④＝0.28－0.23×②×③ ⑤
円

（  4.15 ％）

※①調整基準標準給付費は、前年度１０月から当該年度９月までに支出決定した保険給付費が対象となる。

※⑥普通調整交付金は千円未満四捨五入となる。

項 目

項 目

(23.85 ％相当)

収入済額

令 和

※翌年度の返還金等の保険料の欄（保険料還付金）には、歳出還付の未執行額（時効消滅額を除く。）や、過年

※一般会計繰入金（市）の負担すべき額、収入済額には、低所得者保険料軽減繰入金（国１／２、都１／４、

※令和５年度保険料収入済額（★）は、保険料収入総額から地域支援事業費における保険料の負担すべき

普 通 調 整 交 付 金 交 付 割 合

※各年度の基金繰入金、基金積立金は前年度から繰り越した金額を除く。また、基金利子による積立金を除く。

★★
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５　　　　　　年　　　　　　度 令　　和　　６　　年　　度

Ｊ＝Ｉ－Ｈ－Ｆ

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

△ 128,200

度に収入した保険料の中で、資格得喪変更により、還付すべきことが本年度に新たに判明した額を含む。

市１／４負担）の額が含まれるため、Ｈ＝Ｅ×Ｇとはならない。

額を差し引いた額となる。

円 円

⑦ ⑧＝⑥＋⑦

特 別 調 整
交 付 金 算 定 額

基金積立金
過年度
収入額

基金
積立金

歳出還付
未執行額

基金繰入金

△ 57,959,247

介護保険災害
等臨時特例

補助金
返還金等

財政安定化基金負担額

Ｆ

円

介護給付費
準備基金
繰入金

過不足額 不正利得
徴収金の

不納欠損額

調 整 交 付 金
算 定 額

⑥＝①×④×⑤

普 通 調 整
交 付 金 算 定 額

円
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６　保険給付費
（１）　保険給付費　予算事業別執行状況

支　　出　　済　　額

金 額 執行率
円 円 ％

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 居 宅 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

地域 密着 型介 護サ ー ビ ス 給 付費

特例地域密着型介護サービス給付費

施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 施 設 介 護 サ ー ビ ス 給 付 費

居 宅 介 護 福 祉 用 具 購 入 費

居 宅 介 護 住 宅 改 修 費

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 計 画 給 付 費

特例居宅介護サービス計画給付費

小計：介護サービス等諸費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費

特 例 介 護 予 防 サ ー ビ ス 給 付 費

地域密着型介護予防サービス給付費

特例地域密着型介護予防サービス給付費

介 護 予 防 福 祉 用 具 購 入 費

介 護 予 防 住 宅 改 修 費

介 護 予 防 サ ー ビ ス 計 画 給 付 費

特例介護予防サービス計画給付費

小計：介護予防サービス等諸費

審 査 支 払 手 数 料

小計：そ　の　他　諸　費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費

高 額 介 護 予 防 サ ー ビ ス 費

小計：高額介護サービス等費

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費

高額医療合算介護予防サービス費

小計：高額医療合算介護サービス等費

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費

特例 特定 入所 者介 護サ ー ビ ス 費

特定 入所 者介 護予 防サ ー ビ ス 費

特例特定入所者介護予防サービス費

小計：特定入所者介護サービス等費

合　　　　　　　　　　計

予 算 現 額款項 目 事　　　　業　　　　名
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前　　年　　度

金 額 構成比 金 額 伸　率
円 円 ％ 円 ％ 円 ％

△ 8,392,046 △ 1.0

△ 27,767,147 △ 1.2

△ 370,490 △ 0.1

△ 1,300,792 △ 89.8

△ 39,817 △ 14.1

△ 3,542,603 △ 3.6

△ 4,901 皆減

△ 3,547,504 △ 3.6

比　　　　　較
構成比不 用 額翌年度繰越額
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（２）　保険給付費　サービス種類別内訳

居　　宅　　サ　　ー　　ビ　　ス

(指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例
円 円 円 円

訪 問 介 護

訪 問 入 浴 介 護

訪 問 看 護

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

通 所 介 護

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

福 祉 用 具 貸 与

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

居 宅 療 養 管 理 指 導

特定施設入居者生活介護（短期利用）

特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護

計：居宅サービス給付費 ①

居 宅 介 護 支 援 ②

居 宅 福 祉 用 具 購 入 費 ③

居 宅 住 宅 改 修 費 ④

小計：居宅サービス①～④ ⑤

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

認 知 症 対 応 型 共 同 生 活 介 護

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地 域 密 着 型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用）

看 護 小 規 模 多 機 能型 居宅 介護

地 域 密 着 型 通 所 介 護

小計：地域密着型サービス ⑥

介 護 老 人 福 祉 施 設 サ ー ビ ス ⑦

介 護 老 人 保 健 施 設 サ ー ビ ス ⑧

介 護 療 養 型 医 療 施 設 サ ー ビ ス ⑨

介 護 医 療 院 サ ー ビ ス ⑩

小計：施設サービス⑦～⑩ ⑪

中　　計　　　　　⑤＋⑥＋⑪ ⑫

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑬

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑭

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑮

合　　計　　　　　⑫～⑮ ⑯

審 査 支 払 手 数 料 ⑯

総　　計　　　　　⑯+⑰ ⑱

介　　　護 予　　　防項 目

款２項１目１ 款２項１目２ 款２項２目１ 款２項２目２

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目３ 款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４

款２項１目１ 款２項１目２ 款２項２目１ 款２項２目２

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目３ 款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４款２項１目３ 款２項１目３ 款２項１目３款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４

款２項１目９

款２項１目７

款２項１目８

款２項１目９

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目７

款２項２目５

款２項２目６

款２項２目７

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目１ 款２項１目２ 款２項２目１ 款２項２目２

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目３ 款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４

款２項１目１ 款２項１目２ 款２項２目１ 款２項２目２

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目３ 款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４款２項１目３ 款２項１目３ 款２項１目３款２項１目４ 款２項２目３ 款２項２目４

款２項１目９

款２項１目７

款２項１目８

款２項１目９

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目７

款２項２目５

款２項２目６

款２項２目７

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目９ 款２項１目１０ 款２項２目７ 款２項２目８

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目５

款２項２目６

款２項１目９

款２項１目７

款２項１目８

款２項１目９

款２項１目７

款２項１目８

款２項２目７

款２項２目５

款２項２目６

款２項２目７

款２項２目５

款２項２目６

－ 124 －



合 計

(指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例 (指定事業所) 特 例
円 円 円 円 円 円 円 円

介　　　護

施設サービス

予　　　防介　　　護
審査支払
手数料

高額サービス費・特定入所者サービス費

款２項４目１ 款２項４目２

款２項１目５ 款２項１目６

款２項３目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２

款２項６目１ 款２項６目３

款２項１目５ 款２項１目６

款２項４目１ 款２項４目２

款２項３目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２

款２項４目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２

款２項６目１款２項４目１

款２項６目１ 款２項６目２

款２項５目１

款２項４目１

款２項６目１ 款２項６目２

款２項５目１

款２項３目１

款２項５目２款２項５目２款２項５目２款２項５目２

款２項６目３ 款２項６目４款２項６目３ 款２項６目４

款２項４目１ 款２項４目２

款２項１目５ 款２項１目６

款２項３目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２

款２項６目１ 款２項６目３

款２項１目５ 款２項１目６

款２項４目１ 款２項４目２

款２項３目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２

款２項４目１

款２項６目１ 款２項６目３款２項６目２ 款２項６目４

款２項５目１ 款２項５目２

款２項６目１款２項４目１

款２項６目１ 款２項６目２

款２項５目１

款２項４目１

款２項６目１ 款２項６目２

款２項５目１

款２項３目１

款２項５目２款２項５目２款２項５目２款２項５目２

款２項６目３ 款２項６目４款２項６目３ 款２項６目４
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（３）　介護報酬（介護・介護予防サービス費用）等負担状況

介　護　報　酬 公 費 負 担 額

件 数 単 位 数 金 額 Ａ Ｂ

件 単位 円 円

訪 問 介 護

訪 問 入 浴 介 護

訪 問 看 護

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

通 所 介 護

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

福 祉 用 具 貸 与

短 期 入 所 生 活 介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

居 宅 療 養 管 理 指 導

特定施設入居者生活介護（短期利用）

特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護

計：居宅サービス給付費 ①

居 宅 介 護 支 援 ②

居 宅 福 祉 用 具 購 入 費 ③

居 宅 住 宅 改 修 費 ④

小計：居宅サービス①～④ ⑤

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護

小規模多機能型居宅介護（短期利用）

小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護

認知症対応型共同生活介護（短期利用）

認 知 症 対 応 型 共 同 生 活 介 護

地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用）

看 護 小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護

地 域 密 着 型 通 所 介 護

小計：地域密着型サービス ⑥

介 護 老 人 福 祉 施 設 サ ー ビ ス ⑦

介 護 老 人 保 健 施 設 サ ー ビ ス ⑧

介 護 療 養 型 医 療 施 設 サ ー ビ ス ⑨

介 護 医 療 院 サ ー ビ ス ⑩

小計：施設サービス⑦～⑩ ⑪

中　　計　　⑤＋⑥＋⑪ ⑫

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑬ △ 17,830,343

高 額 医 療 合 算 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑭

特 定 入 所 者 介 護 サ ー ビ ス 費 ⑮

合　　計　　　　⑫～⑮ ⑯

審 査 支 払 手 数 料 ⑰

総　　計　　　　⑯＋⑰ ⑱

項 目
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利用者負担額 介 護 給 付 費 戻入額 支 出 済 額 前 年 度 対 前 年 １件当たりの金額

Ｃ Ｄ＝Ａ－Ｂ－Ｃ Ｅ Ｆ＝Ｄ－Ｅ 支 出 済 額 伸 率 本年度 前年度

円 円 円 円 円 ％ 円 円

△ 22.2

△ 2.9

△ 16.7

△ 6.7

△ 1.1

△ 9.5

△ 58.4

△ 1.2

△ 230,910,373

△ 40,517,681

△ 3.6
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（４）　高額介護（介護予防）サービス費　　　　　　　　　　      　              ※年間高額介護（予防）サービス費支給分を除く。

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

円 件 円 件 円 件 円

（５）　高額医療合算介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

円 円 円

（６）　特定入所者介護（介護予防）サービス費

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

件 円 件 円 件 円

７　返納金等

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

件 円 件 円 件 円

短 期 入 所 療 養 介 護 （ 介 護 医 療 院 ）

歳 出 戻 入
（ 現 年 度 分 ）

小　　　　　　　計

保 険 料 延 滞 金

合 計

項 目

第 三 者 行 為 に よ る 損 害 賠 償 金

介 護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設）

不 正 利 得 徴 収 金

そ の 他 の 返 還 金

歳 入 収 入 額
（ 過 年 度 分 ）

介 護 老 人 福 祉 施 設

介 護 老 人 保 健 施 設

介 護 医 療 院

合 計

合 計

介 護 予 防

介 護 療 養 型 医 療 施 設

項 目

短 期 入 所 生 活 介 護

地 域 密 着 型 介 護 福 祉 施 設

合 計

合 計

合 計

低 所 得 者 Ⅱ

利 用 者
負 担

上 限 額

低 所 得 者 Ⅰ

合 計

合 計

区 分
介 護 介 護 予 防

現 役 並 み 所 得 者 Ⅱ

介 護

現 役 並 み 所 得 者 Ⅰ

介 護 予 防

現 役 並 み 所 得 者 Ⅲ

現 役 並 み 所 得 者 Ⅱ

市民税が世帯非課税で「課税年金収入
額 ＋ 合 計 所 得 金 額 」 が ８ ０ 万 円 超

一 般

市民税が世帯非課税で「課税年金収入
額 ＋ 合 計 所 得 金 額 」 が ８ ０ 万 円 以 下

生活保護受給者及び市民税世帯非課税
の 老 齢 福 祉 年 金 受 給 者 等

現 役 並 み 所 得 者 Ⅰ

現 役 並 み 所 得 者 Ⅲ

区 分
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８　保険料還付金

※還付新規判明額は、資格得喪変更により還付すべきことが本年度新たに判明した額を示す。

９　財政安定化基金

（１）　財政安定化基金関係経費　決算状況

区　　　分 項　　　目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（２）　東京都介護保険財政安定化基金

交 付 金
歳 入

貸 付 金

0 0

償 還 金

円 円 円 円 円

歳 出
拠 出 金 0 0 0

保 険 料 （ 歳 入 ） 還 付 未 済 額 　　カ

翌 年 度 保 険 料 還 付 金 （ 歳 出 還 付 ） 必 要 額 　　キ＝ウ＋エ－オ＋カ

過年度収入済保険料の還付新規判明額 ※ 　　エ

時 効 に よ る 歳 出 還 付 義 務 消 滅 額 　　オ

保 険 料 還 付 金 （ 歳 出 還 付 ） 執 行 額 　　イ

差 引 ： 歳 出 還 付 未 執 行 額 　　ウ＝ア－イ

前年度末基金残高 第８期計画期間（令和３年度～令和５年度）　拠出率

　第８期計画期間においては、基金の残額と交付・貸付見込額
を考慮し、介護保険財政安定化基金の拠出率を０％とし、新たな
積立ては行わないこととしている。

百万円

項 目 金 額

令和５年度 保険料還付金（歳出還付）必要額 　　ア
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１０　地域支援事業費
（１）　予算事業別執行状況

支　　出　　済　　額

執行率
％

（２）　交付金等収入状況

Ｂ

円 円

（総合事業） （総合事業）

（包括・任意） （包括・任意）

（３）　介護予防・日常生活支援総合事業調整交付金
後 期 高 齢 者 加 入
割 合 補 正 係 数

②

（  4.15 ％）

※①調整基準標準事業費額は、前年度１０月から当該年度９月までに支出決定した介護予防・日常生活支援総合事業費等が対象

※⑥普通調整交付金は千円未満四捨五入となる。

合 計

認 知 症 高 齢 者 見 守 り 事 業

高 齢 者 成 年 後 見 制 度 利 用 支 援 事 業

審 査 支 払 手 数 料

小計：その他諸費

交付金等
算定基本額

合　　　計

包括・任意

都 交 付 金

支 払 基 金 交 付 金

総合事業

総合事業調 整 交 付 金

国 庫 交 付 金
包括・任意

項　　　　　　目

Ｃ

家 族 介 護 教 室 事 業

地 域 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 活 動 支 援 事 業

地 域 ケ ア 会 議 推 進 事 業

小計：一般介護予防事業費

包 括 的 支 援 事 業

介 護 予 防 普 及 啓 発

生 活 支 援 体 制 整 備 事 業

小計：任意事業費

介 護 サ ー ビ ス 事 業 者 等 へ の 適 正 化 支 援 事 業

総事業費

小計：包括的支援事業費

寄附金その他
の収入額

認 知 症 総 合 支 援 事 業

家 族 介 護 継 続 支 援 事 業

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携 推 進 事 業

地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム 構 築 推 進 普 及 啓 発 事 業

事　　　　業　　　　名

介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 事 業

介 護 予 防 把 握 事 業

小計：介護予防ケアマネジメント事業費

地 域 介 護 予 防 活 動 支 援 事 業

予 防 サ ー ビ ス 事 業

小計：介護予防・生活支援サービス事業費

円

予 算 現 額款 項 目

円

金　　額

包括・任意

（包括・任意） 包括・任意

総合事業

％

交付割合

Ｄ

総合事業

100.00％

調 整 率

一 般 会 計 繰 入 金 （ 市 ）

保 険 料

④＝0.28－0.23×②×③

総合事業

⑤

介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 総 合 事 業
普 通 調 整 交 付 金 交 付 割 合

調 整 基 準 標 準
事 業 費 額

①

円

所 得 段 階 別 加 入
割 合 補 正 係 数

③

保険者機能強化推進交付金 ―

介護保険保険者努力支援交付金 ―

（総合事業）

総合事業
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前　　年　　度 比　　　　　較 構成比（本年度）

構成比
％ ％

となる。

△ 36,000

収入済額

Ｆ

円

過年度収入額

令　和　５　年　度

△ 39.4

(地域支援事業費)

△ 188,026

不 用 額

円

翌年度繰越額

△ 14,400,000

皆増

皆減

△ 11,039,524

金　　額金　　額

円円

伸　率

％円

構成比

△ 42,900

△ 46,675 △ 10.3

△ 57.6

令　和　６　年　度

△ 1,059,449

△ 60.0

返還金額

円 円

過不足額

Ｇ＝Ｆ-Ｅ

円

Ｅ＝Ｃ×Ｄ

交付すべき額

円

⑥＝①×④×⑤

円

介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援
総 合 事 業 特 別 調 整 交 付 金 算 定 額

⑦

円

⑧＝⑥＋⑦

介護予防・日常生活支援総合
事 業 調 整 交 付 金 算 定 額

介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 総 合
事 業 普 通 調 整 交 付 金 算 定 額

円
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（４）　介護予防・生活支援サービス事業に伴う費用額

件 円

４．１．１　介護予防・生活支援サービス事業費（①+②+③） 

①介護予防サービス負担金（a+b+c+d）

ｂ

４．１．２　介護予防ケアマネジメント事業費

４．４．１　審査支払手数料

指定第１号訪問事業

指定第１号通所事業

項 目 件 数 金 額

合 計

②高額介護予防サービス負担金

③高額医療合算介護予防サービス負担金
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１１　基金決算状況
（１）　介護給付費準備基金

令 和 ５ 年 度 末

現 在 高

円

(内訳) 元本(前年度繰越分)

元本(当該年度分)

利　　子

運　用　収　入

令 和 ４ 年 度 末

現 在 高

円 円 円

増 減

令 和 ５ 年 度 増 減
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（２）　保険料による保険給付費・地域支援事業費充当後の剰余金の積立て

金 額

円

Ａ

Ｂ

Ｃ＝Ａ－Ｂ

負 担 分

負 担 分 349,286,000

負 担 分

負 担 分

負 担 分

Ｄ

Ｅ＝Ｃ－Ｄ

Ｆ

Ｇ＝Ｅ＋Ｆ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

Ｋ＝Ｈ－Ｉ＋Ｊ

Ｌ

Ｍ＝Ｋ＋Ｌ

Ｎ

Ｏ

Ｐ

Ｑ

Ｒ

Ｓ＝Ｍ－Ｎ＋Ｏ－Ｐ＋Ｑ－Ｒ

Ｔ＝Ｓ－Ｇ △ 63,001,547

Ｕ

Ｖ＝Ｔ＋Ｕ

翌 年 度 繰 越 と な っ た 保 険 給 付 充 当 後 保 険 料 剰 余 金

保 険 料 で 負 担 す べ き 経 費 合 計

保 険 料 還 付 未 済 額

負 担 金 等 算 定 基 本 額

第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料 収 入 額

都 負 担 金

令和５年度保険給付費・地域支援事業費

そ の 他 の 収 入 額 （ 返 納 金 等 ）

項 目

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 険 者 機 能 強 化 推 進 交 付 金

保険料で負担すべき保険給付費・地域支援事業費

特 定

財 源

介 護 保 険 保 険 者 努 力 支 援 交 付 金

令 和 ５ 年 度 介 護 給 付 費 準 備 基 金 繰 入 金 元 本 ： 当 該 年 度 分

保 険 料 の 保 険 給 付 費 へ の 充 当 可 能 額

不 正 利 得 徴 収 金 の 不 納 欠 損 額

時 効 に よ る 歳 出 還 付 義 務 消 滅 額

過年度収入による国・都・一般会計繰入金（市）への返還金充当分

過 年 度 収 入 額

保 険 料 等 純 収 入 額

介護保険災害等臨時特例補助金（保険料減免措置分）収入額

保 険 給 付 費 ・ 地 域 支 援 事 業 費 充 当 後 保 険 料 不 足 額

保険料等純収入額（介護保険災害等臨時特例補助金反映分）

過 年 度 収 入 済 保 険 料 の 還 付 新 規 判 明 額

第 １ 号 被 保 険 者 保 険 料 延 滞 金 等

一 般 会 計 繰 入 金 市

計

調 整 交 付 金
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１２　介護保険財政状況

（１）　単年度収支額と累積収支額

項　　　　　　　　　　目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

円 円 円 円 円

収入・支出からみた収支

①

②

③＝①－② △ 60,577,222 △ 60,384,450 △ 1,528,083 △ 9,491,988 △ 63,001,547

④

⑤＝前年度⑤＋③＋④

資産・負債からみた収支

介護給付費準備基金

年 度 末 残 高 ⑥

翌年度繰越となった積立額 ⑦

翌年度繰越となった取崩額 ⑧

財政収支上の基金残高 ⑨＝⑥＋⑦－⑧

財政安定化基金

貸 付 金 ⑩

償 還 金 ⑪

未 償 還 残 高 ⑫＝前年度⑫＋⑩－⑪

⑬＝⑨－⑫

※①は、保険料還付未済額等の調整後の額である。

※②は、財政安定化基金拠出金を含む。

保 険 料 等 収 入 額

保険料等で負担すべき経費

単年度収支額

介護給付費準備基金　利子・運用

累 積 収 支 額

累 積 収 支 額

△

△

△

△

Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｒ元 Ｒ Ｒ Ｒ Ｒ

単年度収支

累積収支

（単位：千円）

（単年度収支） （累積収支）
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（２）　中期財政運営期間運営状況

令　　和　　３　　年　　度 年　　　度

事業計画Ａ 決 算 Ｂ 比較(Ｂ-Ａ) 比率 事業計画Ａ 決 算 Ｂ

円 円 円 ％ 円 円

①

② △ 88,372,217

③

④

⑤

⑥＝②－③－④＋⑤ △ 128,888,217

⑦ △ 80,723,398

⑧＝⑦－⑥ △ 49,692,902 △ 1,528,083 △ 102,534,142 △ 9,491,988

⑨

⑩＝前年度⑩＋⑧＋⑨

人 人 人 人 人

△ 189

△ 148
（  15.5 %） ( △ 0.6 %) （  15.4 %）

（  6.2 %） （  6.2 %）

（  5.7 %） （  5.9 %）
△ 26

（  12.9 %） ( △ 0.2 %) （  12.6 %）
△ 10

（  10.6 %） ( △ 0.1 %) （  10.7 %）

（  10.6 %） （  10.5 %）

（  15.7 %） （  15.7 %）

（  9.6 %） （  9.3 %）
△ 259

（  1.6 %） ( △ 1.0 %) （  1.6 %）

（  5.0 %） （  5.0 %）

（  2.7 %） （  2.7 %）

（  1.2 %） （  1.4 %）

（  1.1 %） （  1.3 %）

（  0.6 %） （  0.6 %）
△ 1

（  1.0 %） （  1.1 %）

△ 0.0098

※①標準給付費 地域支援事業費には、国庫負担金等算出上で差し引かれる「その他の収入」(返納金等)を差し引いている。

※②28％相当額は、「標準給付費 地域支援事業費－国庫負担金(円未満切捨て)－支払基金交付金(円未満四捨五入)－都負担金(円未満切捨て)－市負担

※決算の⑦保険料収入額では、保険料還付金(歳出還付)での資格得喪変更による還付新規判明額を控除及び時効による還付義務消滅額、延滞金を含む。

※⑩累積収支額の事業計画には、令和2年度決算見込時点の累積収支見込額を基に算出している。

※決算の第１号被保険者数及び要介護認定者数は、年度末の人数である。

※調整交付金の決算額は、令和３年度は１～９月、令和４年度以降は１０～９月の標準給付費及び介護予防・日常生活支援総合事業費等の実績額を基に算出

財政安定化基金拠出金

保険料等で負担すべき経費

保 険 料 収 入 額

　　　　　　　令　　和　　４

標 準 給 付 費
地 域 支 援 事 業 費
① の ％ 相 当 額
介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 総 合

事 業 費 以 外 の 地 域 支 援
事 業 費 に つ い て は ％

調 整 交 付 金

保 険 者 機 能 強 化 推 進 交 付 金
介護保険保険者努力支援交付金

単 年 度 収 支 額

介護給付費準備基金　利子・運用

累 積 収 支 額

前期高齢者 ～ 歳

後期高齢者 歳以上

合 計

第１号被保険者数

要 介 護 認 定 者 数

所 得 段 階 別

被 保 険 者 数

（ 構 成 比 ）

第 １ 段 階

第 ５ 段 階

第 ９ 段 階

第 １ ３ 段 階

第 ２ 段 階

第 ３ 段 階

第 ４ 段 階

第 ６ 段 階

第 ７ 段 階

第 ８ 段 階

第 １ ０ 段 階

第 １ １ 段 階

第 １ ２ 段 階

第 １ ４ 段 階

第 １ ５ 段 階

合　　計

調整交付金

後期高齢者加入割合補正係数

所得段階別加入割合補正係数

調 整 交 付 金 交 付 割 合

決算額に対する調整交付金割合
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年　　　度 令　　和　　５　　年　　度 中期財政運営期間　合計

比較(Ｂ-Ａ) 比率 事業計画Ａ 決 算 Ｂ 比較(Ｂ-Ａ) 比率 事業計画Ａ 決 算 Ｂ 比較(Ｂ-Ａ) 比率

円 ％ 円 円 円 ％ 円 円 円 ％

△ 157,823,750 △ 329,756,453 △ 477,219,453

△ 137,470,964 △ 186,930,581 △ 412,773,762

△ 171,147,964 △ 209,663,581 △ 492,252,762

△ 78,105,810 △ 77,845,172 △ 236,674,380

△ 194,819,956 △ 63,001,547 △ 329,600,000 △ 74,021,618

人 人 人 人 (延人数)人 (延人数)人 (延人数)人

△ 66

△ 10 △ 61

△ 170 △ 230
( △ 0.7 %) （  15.2 %） ( △ 0.9 %)

（  6.5 %）

（  6.0 %）
△ 135 △ 317

( △ 0.5 %) （  11.9 %） ( △ 1.2 %)

（  10.8 %）
△ 28

( △ 0.1 %) （  10.7 %）

（  15.8 %）
△ 10

( △ 0.1 %) （  9.5 %）
△ 264 △ 248

( △ 1.0 %) （  1.7 %） ( △ 0.9 %)

（  5.1 %）

（  2.7 %）

（  1.2 %）

（  1.1 %）

（  0.7 %）

（  1.1 %）

△ 0.0017 △ 0.0040

△ 0.0099 △ 0.0097

金(円未満切捨て)」である。

している。

△ 548

△ 478

△ 771
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後期高齢者医療特別会計
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令和５年度小金井市後期高齢者医療特別会計決算概要 

 

 後期高齢者医療制度は、高齢者医療費が増大する中、現役世代及び高齢者世代の負

担を明確化し、公平で分かりやすく将来にわたって持続可能な医療制度とするために、

老人保健制度に代わり平成２０年度から運営されています。 

 後期高齢者医療制度の財源構成は、医療費の患者負担分を除き、公費（５割）及び

現役世代からの支援金（４割）のほか、被保険者からの保険料（１割）からなってい

ます。このうち公費負担については、老人保健制度と同様に、国・都・市区町村が４

対１対１の割合で負担しています。 

 令和５年度末の本市における被保険者数は、１万４，６０６人で、前年度対比 ３．

６％、５１３人の増となりました。 

 予算規模は、当初予算３０億３，６３１万５千円に２回の補正予算で４，５２４万

円を増額し、総額３０億８，１５５万５千円となりました。これに対する決算額は、

歳入総額が３０億８，０２３万１千円で、前年度対比３．４％の増、歳出総額が３０

億２，２２９万１千円で、前年度対比３．２％の増となりました。形式収支は５，７

９４万円で、翌年度への繰越財源がないため、実質収支も同額となりました。 

  

歳入の主な内容は、次のとおりです。 

①   後期高齢者医療保険料は１７億２，０５９万２千円で、前年度対比３．２％の

増となりました。収入率（純収入額ベース）は９８．６％となりました。徴収方

法別では現年度賦課分の特別徴収の収入率が１００％、同じく普通徴収が９８.

９％、また滞納繰越分の収入率が２３．２％となっています。 

②  繰入金は１２億１，５２５万６千円で、前年度対比５．０％の増となりました。 

③  諸収入は９，４２４万１千円で、前年度対比９．１％の減となりました。 

 

歳出の主な内容は、次のとおりです。 

①  総務費は主に事業運営及び保険料賦課徴収に要する事務費で、７７３万８千円、

前年度対比４６．７％の減となっています。 

②  保険給付費は３，７００万円で、前年度対比２．８％の増となっています。内

容は全て葬祭費で、市から直接支給しています。 

③  広域連合納付金は２８億９，７５０万円で、前年度対比３．５％の増となりま

した。 
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④  保健事業費は７，１４８万５千円で、前年度対比で３．９％の増となりました。 

⑤  諸支出金は８５６万９千円で、前年度対比で２５．８％の減となりました。 

 

国民医療費に占める後期高齢者医療費の割合は年々増加しています。その財政運営

には被用者保険の後期高齢者支援金が多くを負担しており、医療保険制度改革骨子に

沿って行われた改革では、より負担能力に応じた負担とする観点から、段階的に全面

総報酬割が実施されました。 

今後も医療保険制度の持続性の確保に向けた検討が進められることとされておりま

す。本市としても運営主体である東京都後期高齢者医療広域連合と緊密に連携をとり

ながら、今後も被保険者に最も近い窓口としてきめ細かな説明を行い、安定的な保険

財政や円滑な事業運営に努めてまいります。 
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令和５年度後期高齢者医療特別会計決算款別構成

繰

後
繰越金
万 円

（ ％）

諸収入
万 円

（ ％）

後期高齢者医療
保険料

億 万 円
（ ％）

繰入金
億 万 円

（ ％）

総務費

万 円

（ ）

保健事業費

万 円

（ ％）

諸支出金

万 円

（ ）

保険給付費

万円

（ ）

広域連合納付金
億 万 円

（ ％）

歳 出

億 万 円

歳 入

億 万 円
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後期高齢者医療特別会計予算執行状況

歳入 令和６年３月３１日　被保険者数 14,606人

　　　　区分

款別
対予算現額 対調定額

１　後期高齢者医療保険料 △ 0.1 △ 558

２　使用料及び手数料 △ 1,000

３　繰入金 △ 13,200,781

４　繰越金 △ 0.1 △ 179

５　諸収入 △ 0.4 △ 11,599,423 △ 901

歳入合計 △ 1,323,706 △ 528

歳出

区分

款別 本年度 前年度 比較 本年度 前年度 比較

１　総務費 △ 0.3 △ 500

２　保険給付費 △ 21

３　広域連合納付金 △ 193

４　保健事業費

５　諸支出金 △ 0.1 △ 233

６　予備費

歳出合計 △ 937

予算現額
　（円）

支出済額

不用額（円）

Bの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）　B 執行率（％）

Bの構成比（％）

Aの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）
収入率（％）

本年度 前年度 本年度 前年度 比較

Aの構成比（％）　

比較

予算現額
　（円）

調定額
　（円）

収入済額

不納欠損
額

　　（円）

収入未済額
（円）

予算現額に
比し増減

（円）

後期高齢者医療特別会計予算執行状況

歳入 令和６年３月３１日　被保険者数 14,606人

　　　　区分

款別
対予算現額 対調定額

１　後期高齢者医療保険料 1,697,115,000 1,732,847,800 1,720,591,800 101.4 99.3 55.9 56.1 △ 0.2 2,820,400 22,027,500 23,476,800 117,800 118,358 △ 558

２　使用料及び手数料 1,000 0 0 0.0 *** 0.0 0.0 0.0 0 0 △ 1,000 0 0 0

３　繰入金 1,228,457,000 1,215,256,219 1,215,256,219 98.9 100.0 39.5 39.2 0.3 0 0 △ 13,200,781 83,203 82,093 1,110

４　繰越金 50,142,000 50,142,698 50,142,698 100.0 100.0 1.6 1.3 0.3 0 0 698 3,433 3,612 △ 179

５　諸収入 105,840,000 94,240,577 94,240,577 89.0 100.0 3.1 3.4 △ 0.3 0 0 △ 11,599,423 6,452 7,353 △ 901

歳入合計 3,081,555,000 3,092,487,294 3,080,231,294 100.0 99.6 100.1 100.0 0.1 2,820,400 22,027,500 △ 1,323,706 210,888 211,416 △ 528

歳出

区分

款別 本年度 前年度 比較 本年度 前年度 比較

１　総務費 0.3 0.5 △ 0.2 530 1,030 △ 500

２　保険給付費 1.2 1.2 0.0 2,533 2,554 △ 21

３　広域連合納付金 96.0 95.6 0.4 198,377 198,570 △ 193

４　保健事業費 2.4 2.3 0.1 4,894 4,884 10

５　諸支出金 0.3 0.4 △ 0.1 587 820 △ 233

６　予備費 0.0 0.0 0.0 0 0 0

歳出合計 100.2 100.0 0.2 206,921 207,858 △ 9373,081,555,000 3,022,291,126 98.1 59,263,874

1,000,000 0 0.0 1,000,000

47,952,000 8,568,797 17.9 39,383,203

2,898,824,000 2,897,499,535 100.0 1,324,465

85,376,000 71,484,732 83.7 13,891,268

9,503,000 7,738,062 81.4 1,764,938

38,900,000 37,000,000 95.1 1,900,000

予算現額
　（円）

支出済額

不用額（円）

Bの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）　B 執行率（％）

Bの構成比（％）

Aの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）
  A

収入率（％）

本年度 前年度 本年度 前年度 比較

Aの構成比（％）　

比較

予算現額
　（円）

調定額
　（円）

収入済額

不納欠損
額

　　（円）

収入未済額
（円）

予算現額に
比し増減

（円）
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後期高齢者医療特別会計予算執行状況

歳入 令和６年３月３１日　被保険者数 14,606人

　　　　区分

款別
対予算現額 対調定額

１　後期高齢者医療保険料 △ 0.1 △ 558

２　使用料及び手数料 △ 1,000

３　繰入金 △ 13,200,781

４　繰越金 △ 0.1 △ 179

５　諸収入 △ 0.4 △ 11,599,423 △ 901

歳入合計 △ 1,323,706 △ 528

歳出

区分

款別 本年度 前年度 比較 本年度 前年度 比較

１　総務費 △ 0.3 △ 500

２　保険給付費 △ 21

３　広域連合納付金 △ 193

４　保健事業費

５　諸支出金 △ 0.1 △ 233

６　予備費

歳出合計 △ 937

予算現額
　（円）

支出済額

不用額（円）

Bの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）　B 執行率（％）

Bの構成比（％）

Aの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）
収入率（％）

本年度 前年度 本年度 前年度 比較

Aの構成比（％）　

比較

予算現額
　（円）

調定額
　（円）

収入済額

不納欠損
額

　　（円）

収入未済額
（円）

予算現額に
比し増減

（円）

後期高齢者医療特別会計予算執行状況

歳入 令和６年３月３１日　被保険者数 14,606人

　　　　区分

款別
対予算現額 対調定額

１　後期高齢者医療保険料 △ 0.1 △ 558

２　使用料及び手数料 △ 1,000

３　繰入金 △ 13,200,781

４　繰越金 △ 0.1 △ 179

５　諸収入 △ 0.4 △ 11,599,423 △ 901

歳入合計 △ 1,323,706 △ 528

歳出

区分

款別 本年度 前年度 比較 本年度 前年度 比較

１　総務費 △ 0.3 △ 500

２　保険給付費 △ 21

３　広域連合納付金 △ 193

４　保健事業費

５　諸支出金 △ 0.1 △ 233

６　予備費

歳出合計 △ 937

予算現額
　（円）

支出済額

不用額（円）

Bの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）　B 執行率（％）

Bの構成比（％）

Aの被保険者１人当たり額（円）

金額（円）
収入率（％）

本年度 前年度 本年度 前年度 比較

Aの構成比（％）　

比較

予算現額
　（円）

調定額
　（円）

収入済額

不納欠損
額

　　（円）

収入未済額
（円）

予算現額に
比し増減

（円）
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財　　源　　内　　訳

　※この表では、療養給付費繰入金等、市の法定負担分を特定財源とし、その他の一般会計繰入金を一般財源としている。

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費 7,738,062 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 7,738,062 100.0

２　保険給付費 37,000,000 0 0.0 0 0.0 37,000,000 100.0 37,000,000 100.0 0 0.0

３　広域連合納付金 2,897,499,535 1,696,688,500 58.6 1,114,310,435 38.5 104,700 0.004 2,811,103,635 97.0 86,395,900 3.0

４　保健事業費 71,484,732 0 0.0 0 0.0 53,269,110 74.5 53,269,110 74.5 18,215,622 25.5

５　諸支出金 8,568,797 0 0.0 0 0.0 1,976,997 23.1 1,976,997 23.1 6,591,800 76.9

６　予備費 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 3,022,291,126 1,696,688,500 56.1 1,114,310,435 36.9 92,350,807 3.1 2,903,349,742 96.1 118,941,384 3.9

性　質　別　分　類

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費 7,738,062 *** *** 7,721,840 99.8 16,222 0.2 0 0.0

２　保険給付費 37,000,000 *** *** 0 0.0 37,000,000 100.0 0 0.0

３　広域連合納付金 2,897,499,535 *** *** 0 0.0 2,897,499,535 100.0 0 0.0

４　保健事業費 71,484,732 *** *** 67,702,732 94.7 3,782,000 5.3 0 0.0

５　諸支出金 8,568,797 *** *** 0 0.0 6,891,800 80.4 1,676,997 19.6

６　予備費 0 *** *** 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 3,022,291,126 *** *** 75,424,572 2.5 2,945,189,557 97.4 1,676,997 0.1

款　別

区　分 特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

一　般　財　源

保険料 一般会計繰入金 その他 計

扶助費・補助費 その他
区　分

款　別
人件費 物件費

財　　源　　内　　訳

　※この表では、療養給付費繰入金等、市の法定負担分を特定財源とし、その他の一般会計繰入金を一般財源としている。

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費 7,738,062 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 7,738,062 100.0

２　保険給付費 37,000,000 0 0.0 0 0.0 37,000,000 100.0 37,000,000 100.0 0 0.0

３　広域連合納付金 2,897,499,535 1,696,688,500 58.6 1,114,310,435 38.5 104,700 0.004 2,811,103,635 97.0 86,395,900 3.0

４　保健事業費 71,484,732 0 0.0 0 0.0 53,269,110 74.5 53,269,110 74.5 18,215,622 25.5

５　諸支出金 8,568,797 0 0.0 0 0.0 1,976,997 23.1 1,976,997 23.1 6,591,800 76.9

６　予備費 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 3,022,291,126 1,696,688,500 56.1 1,114,310,435 36.9 92,350,807 3.1 2,903,349,742 96.1 118,941,384 3.9

性　質　別　分　類

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費 7,738,062 *** *** 7,721,840 99.8 16,222 0.2 0 0.0

２　保険給付費 37,000,000 *** *** 0 0.0 37,000,000 100.0 0 0.0

３　広域連合納付金 2,897,499,535 *** *** 0 0.0 2,897,499,535 100.0 0 0.0

４　保健事業費 71,484,732 *** *** 67,702,732 94.7 3,782,000 5.3 0 0.0

５　諸支出金 8,568,797 *** *** 0 0.0 6,891,800 80.4 1,676,997 19.6

６　予備費 0 *** *** 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 3,022,291,126 *** *** 75,424,572 2.5 2,945,189,557 97.4 1,676,997 0.1

款　別

区　分 特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

一　般　財　源

保険料 一般会計繰入金 その他 計

扶助費・補助費 その他
区　分

款　別
人件費 物件費

－ 146 －



財　　源　　内　　訳

　※この表では、療養給付費繰入金等、市の法定負担分を特定財源とし、その他の一般会計繰入金を一般財源としている。

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費 7,738,062 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 7,738,062 100.0

２　保険給付費 37,000,000 0 0.0 0 0.0 37,000,000 100.0 37,000,000 100.0 0 0.0

３　広域連合納付金 2,897,499,535 1,696,688,500 58.6 1,114,310,435 38.5 104,700 0.004 2,811,103,635 97.0 86,395,900 3.0

４　保健事業費 71,484,732 0 0.0 0 0.0 53,269,110 74.5 53,269,110 74.5 18,215,622 25.5

５　諸支出金 8,568,797 0 0.0 0 0.0 1,976,997 23.1 1,976,997 23.1 6,591,800 76.9

６　予備費 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 3,022,291,126 1,696,688,500 56.1 1,114,310,435 36.9 92,350,807 3.1 2,903,349,742 96.1 118,941,384 3.9

性　質　別　分　類

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費 7,738,062 *** *** 7,721,840 99.8 16,222 0.2 0 0.0

２　保険給付費 37,000,000 *** *** 0 0.0 37,000,000 100.0 0 0.0

３　広域連合納付金 2,897,499,535 *** *** 0 0.0 2,897,499,535 100.0 0 0.0

４　保健事業費 71,484,732 *** *** 67,702,732 94.7 3,782,000 5.3 0 0.0

５　諸支出金 8,568,797 *** *** 0 0.0 6,891,800 80.4 1,676,997 19.6

６　予備費 0 *** *** 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 3,022,291,126 *** *** 75,424,572 2.5 2,945,189,557 97.4 1,676,997 0.1

款　別

区　分 特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

一　般　財　源

保険料 一般会計繰入金 その他 計

扶助費・補助費 その他
区　分

款　別
人件費 物件費

財　　源　　内　　訳

　※この表では、療養給付費繰入金等、市の法定負担分を特定財源とし、その他の一般会計繰入金を一般財源としている。

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費 7,738,062 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 7,738,062 100.0

２　保険給付費 37,000,000 0 0.0 0 0.0 37,000,000 100.0 37,000,000 100.0 0 0.0

３　広域連合納付金 2,897,499,535 1,696,688,500 58.6 1,114,310,435 38.5 104,700 0.004 2,811,103,635 97.0 86,395,900 3.0

４　保健事業費 71,484,732 0 0.0 0 0.0 53,269,110 74.5 53,269,110 74.5 18,215,622 25.5

５　諸支出金 8,568,797 0 0.0 0 0.0 1,976,997 23.1 1,976,997 23.1 6,591,800 76.9

６　予備費 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 3,022,291,126 1,696,688,500 56.1 1,114,310,435 36.9 92,350,807 3.1 2,903,349,742 96.1 118,941,384 3.9

性　質　別　分　類

科目 決算額（円） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％） 金額（円） 構成比（％）

１　総務費 7,738,062 *** *** 7,721,840 99.8 16,222 0.2 0 0.0

２　保険給付費 37,000,000 *** *** 0 0.0 37,000,000 100.0 0 0.0

３　広域連合納付金 2,897,499,535 *** *** 0 0.0 2,897,499,535 100.0 0 0.0

４　保健事業費 71,484,732 *** *** 67,702,732 94.7 3,782,000 5.3 0 0.0

５　諸支出金 8,568,797 *** *** 0 0.0 6,891,800 80.4 1,676,997 19.6

６　予備費 0 *** *** 0 0.0 0 0.0 0 0.0

歳出合計 3,022,291,126 *** *** 75,424,572 2.5 2,945,189,557 97.4 1,676,997 0.1

款　別

区　分 特　　　　　定　　　　　財　　　　　源

一　般　財　源

保険料 一般会計繰入金 その他 計

扶助費・補助費 その他
区　分

款　別
人件費 物件費
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１　被保険者の状況

７５歳以上の方及び６５歳以上で一定の障がいのある方が対象となる。

（１）被保険者数

単位　：　人

障がい認定者（再掲）

（2）負担区分割合

単位　：　人

2割負担
現役Ⅲ 現役Ⅱ 現役Ⅰ 一般Ⅱ 一般Ⅰ 区分Ⅱ 区分Ⅰ

障がい認定者（再掲）

（３）限度額適用・標準負担額減額認定

単位　：　件

（４）特定疾病認定

単位　：　件

令和5年度末
（R6.3.31)

　　区　分　

項　目　

区分Ⅱ

現役Ⅱ

現役Ⅰ

令和5年度末
（R6.3.31)

合　　計

区分Ⅰ

項　目　

　　区　分　

被　保　険　者

令和5年度末
（R6.3.31)

項　目　

　　区　分　

被　保　険　者

1割負担総数 ３割負担
負　担　区　分　割　合
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２　後期高齢者医療健康診査

東京都後期高齢者医療広域連合から受託して、健診事業を実施した。

受診者数（人） 受診率（％）

３　後期高齢者医療健康診査利用補助

人間ドック等の利用者に対して、検査費用の一部を補助した。

４　葬祭費

被保険者の死亡に際して、葬祭費を支給した。

受診券送付件数（件）

脳ドック

簡易脳ドック

合　計

件数（件）
区　分

種　別

人間ドック（日帰り）

補助金額（円）補助単価（円）

費用額（円）

件数（件） 支給単価（円） 支給金額（円）
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５　保険料収納状況

※収入率は調定額と純収入額で算出

本年度 前年度

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ ％ ％

現年度分

過年度分

期別収納状況

調定件数　（件） 期別 調定件数（件） 調定金額　（円） 純収入額（円） 期別 調定件数（件） 調定金額（円） 純収入額（円）

1期 1期

2期 2期

3期 3期

4期 4期

5期 5期

6期 6期

7期 7期

8期 8期

随時期 9期

10期

11期

12期

計 計

事　項

区　分

うち執行停止額
対予算
収入率

予算現額 調定額 収入額

計

収入率※

還付未済額 純収入額 不納欠損額 収入未済額

現年度賦課分

滞納繰越分

特別徴収

普通徴収

2月

計

調定金額　（円）期別

4月

特　　別　　徴　　収
普　　通　　徴　　収

現 年 度 分 過 年 度 分

6月

8月

10月

12月

－ 150 －



５　保険料収納状況

※収入率は調定額と純収入額で算出

本年度 前年度

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ ％ ％

現年度分

過年度分

期別収納状況

調定件数　（件） 期別 調定件数（件） 調定金額　（円） 純収入額（円） 期別 調定件数（件） 調定金額（円） 純収入額（円）

1期 1期

2期 2期

3期 3期

4期 4期

5期 5期

6期 6期

7期 7期

8期 8期

随時期 9期

10期

11期

12期

計 計

事　項

区　分

うち執行停止額
対予算
収入率

予算現額 調定額 収入額

計

収入率※

還付未済額 純収入額 不納欠損額 収入未済額

現年度賦課分

滞納繰越分

特別徴収

普通徴収

2月

計

調定金額　（円）期別

4月

特　　別　　徴　　収
普　　通　　徴　　収

現 年 度 分 過 年 度 分

6月

8月

10月

12月
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地方自治法第２４１条第５項の規定に基づき、令和５年度の基金の運用状況を報告します。

令和６年８月１９日

小金井市長 白 井 亨
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令和５年度 基金の運用状況
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令和５年度 小金井市土地開発基金運用状況
区　　分 （円）

積立金　（円） 取崩額　（円） 土地 債権　（円） 現金　（円）
　　月 （㎡）

前年度繰越

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

計

次年度繰越
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令和５年度　小金井市高額介護サービス費等貸付基金運用状況

区　分 収　　　入 支　　　出 基金現在高

　月 件数(件) 償還金(円) 件数(件) 貸付金(円) (円)

前年度繰越

　４月

　５月

　６月

　７月

　８月

　９月

１０月

１１月

１２月

　１月

　２月

　３月

計

償還未済額

次年度繰越
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　　令和５年度主要な施策の成果に関する説明書
　　　　　　　　基金の運用状況に関する調書

 発行　令和６年８月
       小金井市

 作成　小金井市企画財政部財政課
 　　　〒184-8504東京都小金井市本町六丁目６番３号
 　　　Ｔｅｌ：042-387-9802
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古紙を配合しています。




